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1. は じ め に 
1.1 提案 地方 公共 団体 の 社会 的 ・ 地 理 的 特性 


① 沿革 

明治 22 (1889) 年 、 市 町 村 制 施行 に よ 
り 加 西郡 は 1 町 10 村 に 再編 成 さ れ 、 町 村 合 併 有志 | に 
促進 法制 定 後 の 昭和 30 (1955) 年 加西 郡 生還 
「 北 条 町 」「 泉 町 」「 加 西町 」3 町 と な っ た 。 PS 拓 庫 県 
そし て 、 昭 和 42 (1967) 年 「 加 西郡 は ー つ 」 加西 市 
と いう 理念 の も と に 3 町 は 合併 し 、 現 在 の 加 Kasai City ] 
西 市 が 誕生 し 、 県 下 で 21 番目 に 市 制 を 施行 し RE 
た 。 oF "加古 川 市 1 て 大 


② 位置 
兵庫 県 の 南部 、 播 州 平 野 の ほぼ 中 央 に 位置 し 、 市 の ほぼ 中 央 に は 加西 IC (中 国 自 動車 
道 )、 市 の 南端 に 隣接 し た 場所 に は 加古 川北 IC (山陽 自動 車道 ) が 整備 され 、 大 阪 ・ 神 戸 等 
の 都市 圏 か ら 自動 車 で 約 1 時 間 と アク セス の 良さ が 特徴 と いえ る 。 ま た 、JR 山陽 本 線 の 加古 
川 駅 まで 自動 車 で 約 30 分 と 近い こと か ら 、 多 く の 方 が 、 神 戸 方 面 に 通勤 通学 し て いる 。 


③ 面積 
市 域 面積 は 150.22 km (県 域 の 1.89%) で 、 東 西 12.4km 南北 19.8 km に 広がり の ある 播磨 内 
陸地 域 最大 の 田園 都市 で ある 。 


④ 地形 等 (自然 環境 や 交通 状況 等 a re 
近 導 に あり な が ら 、 日 本 の 原 風景 と i 5 
大 都市 近郊 に あり な が ら 、 日 本 の 原 風景 と / フク Y 生 村 な 生態 系 48 ふ 


いう べき 田園 ・ た め 池 ・ 里 山 ・ 湿 地 (特に 、 
「 あ びき 湿原 」 は 環境 省 の 「 日 本 の 重要 湿 
地 」「 重 要 里 地 里 山 」 に 選定 され て いる 。) 等 
が 数 多く 残っ て いる 自然 豊か な 地域 で あり 、 
生物 多様 性 に 恵まれ 、 多 様 な 動植物 が 生息 ・ 
生育 し て いる 。 特 に 、 市 内 に は 1000 か 所 以 
上 の た め 池 が 存在 し 、 全 国有 数 の 密集 地帯 で 
ある 。 本 市 で は 、「 加 西 の 重要 な 生態 系 」 

(2012 年 ) と し て 、 た め 池 32 か 所 を 中 心 
に 、 市 内 48 か 所 を 選定 する な ど 、 た め 池 の 
環境 保全 に も 積極 的 に 取り 組ん で いる 。 

市 民 の 主 な 交通 手段 は 、 自 家用 車 で あり 1 
世帯 あたり の 自動 車 保有 人 台数 は 2 台 で 、 全 国 
平均 (1 台 ) の 約 2 倍 と な っ て いる 。 公共 交 
通 と し て 、 北 条 鉄 道 や 路線 バス 、 コ ミュ ニテ 
ィ バ ス (ね っ ぴっ 号 ・ は っ ぴー バス ) が 運行 
し て いる が 、 一 部 「 鉄 道 ・ バ ス 不 便 地域 」 が 
存在 する こと か ら こ の 地域 に は 、 地 域 住民 が 
主体 と な っ て 導入 検討 する 地域 主体 型 交通 を 
運行 し て いる 。 


⑤ 土地 利用 

本 市 の 主 な 土地 利用 の 現況 ( 令 和 2 年 度 加西 市 統計 書 ) は 、 山 林 28.49%、 農 地 ( 田 ・ 

畑 )26.69%6、 宅 地 7.79% で あり 、 豊 か な 自然 と 広大 な 農地 が 特徴 的 で ある こと か ら 、 本 市 で 
は 、 こ の 特徴 を 生か し 持続 可能 な まち づく り を 進め る た め に 、 市 域 に 拡散 的 に 広がる 都市 構 
造 か ら 、 地 域 の 核 を 有機 的 に 結ぶ 集約 型 都市 構造 へ の 転換 を 目指 し て いる 。 

加西 市 都市 計画 マス ター プラ ン に お いて 、 上 旧来 か ら 多 様 な 都市 機能 を 有 し 住民 の 約 30%% が 
居住 する 北条 地区 (市 役所 ・ 北 条 町 駅 ・ 東 高 室 周 辺 等 ) は 「 都 市 核 」 と し て 、 旧 加西 町 の 中 
心 と し て 市 南部 の 商工 業 や 居住 の 拠点 と な る 九 会 北部 地区 や 、 旧 泉町 の 中 心 と し て 市 の 玄関 
口 と し て 工業 ・ 地 域 交通 拠点 の 機能 強化 を 図る 加西 イン ター 産業 団地 周辺 地区 を 「 副 都市 
核 」 と する 。 

な お 、 琴 野 飛行 場 跡 な ど が ある 和 九 会 北部 地区 は 、 令 和 4 年 4 月 に 加西 市 地域 活性 化 拠点 施 
設 sora か さい (以下 「sora か さい 」) が 開業 し た だ け で な く 、 将 来 的 に ( 仮 ) 道 の 駅 か さい 
の 建設 計画 、RE100 の スマ ー ト グリ ッ ド や IOT 化 が 進ん だ 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン な ど 、 今 
後 周 辺 都市 を リー ド す る 未来 先進 タ 々 ウン 「 未 来 創造 拠点 」 を 整備 する こと を 都市 計画 マス タ 
ー プ ラン に お いて 位置 づけ て いる 。 


⑥ 気候 (気候 の 特徴 や 再 エ ネ 発 電 に 関係 する 日 照 時 間 ・ 風 況 等 ) 

本 市 は 、 瀬 戸 内 式 気候 に 属し て お り 、 冬 季 の 降水 量 が 少な く 温 暖 で 暮らし や すい 地域 で あ 
る 。 日 照 時 間 は 年 間 2, 000 時 間 程 度 あ り 、 太 陽光 発電 の ポテ ン シ ャ ル が 高い 地域 で あり 、 既 
に 大 容量 ( 約 120MW) の FIT 電源 が 市 域 に 立地 し て いる 。 

また 、 本 市 は 台地 上 の 平野 が 広がり 、 上 空 に は 比較 的 落ち 着い た 風 が 吹く な ど 、 和 気球 の フ 
ライ ト に 適し て いる 。 


⑦ 人 口 (直近 の 住民 基本 台帳 人 口 や 近年 の 増減 の 状況 等 ) 
本 市 の 人 口 は 2015 (平成 27) 年 44.313 人 で ある が 、 将 来 的 に 減少 を 続け 、2030 ( 令 和 12) 
年 に は 38, 106 人 ( 対 2015 年 比 A14.09%) に な る と 推計 され て いる 。 特 に 、 生 産 年 齢 人 品 
(15~64 歳 ) は 、2030 年 に は 20, 005 人 ( 対 2015 年 比 A22.19%%) まで 大 幅 に 減少 する と 推 
計 さ れ て お り 、 人 材 及 び 労 働 カ 不足 に 伴う 地域 経済 活力 の 低下 が 懸念 され て いる 。 


加西 市 の 将来 推計 人 口 
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※ 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問 題 研究 所 「 日 本 の 地域 別 将来 推計 人 口 」(H30 (2018) 年 推計 ) 


産業 構造 (第 一 次 産業 か ら 第 三次 産業 の 状況 や その 特徴 等 ) 

本 市 の 主要 産業 は 「 も の づく り 」 で ある 。 

ー つ 目 は 、 市 内 総 生 産 の 52.29%%、 市 内 の 従業 員数 の 46.49% を 占め る 「 製 造 業 」 で ある 。 
戦後 日 本 の 高度 成長 を 支え た 三洋 電機 の 発祥 の 地 と し て 、 家 電 製 造 を 中 心 と し た 産業 が 栄え 
た が 、 同 時 に この こと は 、 そ の 下請 け 企 業 が 多く 創業 する こと に つなが っ た 。 た だ 、 そ れ ら 
の 企業 は 単なる 下請 け で は な く 、 創 業 以降 徐々 に 独自 の 発展 を 遂げ 高い 技術 力 や 蓄積 され た 
ノウ ハウ を 持つ よう に な っ た こと か ら 、 現 在 で は 、 三 洋 電 機 の 後継 企業 で も る プラ イム プラ 
ネッ ト エナ ジー& ソ リュ ーション ズ 細 (以下 「PPES」) だ け で な く 、 そ れ ら 地元 企業 も 市 内 
の 経済 や 雇用 を 牽引 する 重要 な 産業 に な っ て いる 。 な お 、 本 市 で は 、 製 造 業 が 他 業 種 と 比べ 
圧倒 的 に 強い こと か ら 、 市 内 総 生 産 や 従業 員数 に お いて 、 第 二 次 産業 が 第 三次 産業 を 上 回 っ 
て いる 。 

ニ つ 目 は 、「 農 業 」 で ある 。 農業 産出 額 (うち 米 が 約 549% を 占め る 。) は 県 内 第 10 位 と 一 
定規 模 を 占め て お り 、 市 域 の 約 259%% を 占め る 農地 の 有効 利用 に も 重要 な 役割 を 担っ て いる 。 
な お 、 今 年 度 、 広 大 な 農地 へ の ソー ラー シェ アリ ング の 導入 可能 性 に つい て 、 各 農業 者 と 意 
見 交換 を 実施 し て いる 。 


還 市 内 総 生産 の 構成 (2018 年 度 ) ーー 従業 者 数 (2016 年 度 


区 分 生産 額 | 構成 比 " 症 NF 
( 百 万 円 ) | (%) 構成 比 (%) 


ーー 


ーー 
和 設 和 8.9% 3.6% 
第 3 次 産業 
z 776 3.696 運輸 業 ・ 郵 便 業 を 8 
卸売 小売 業 
不動 産業 
運輸 ・ 郵 便 業 ; 宿泊 飲食 業 
卸売 ・ 小 売 業 


輸入 品 税 等 1,240 0.6% ; 
計 218,228| 100.0% 計 (公務 除く ) 1.960| 100.09% 


※ 兵 庫 県 「 市 町 民 経 済 計算 2018 年 度 版 」 ※ 経 済 セ ン サ ス 活 動 調査 
⑨ 地域 資源 
(1) た め 池 


市 内 に は 1, 000 か 所 余り の た め 池 が 存在 し 、 既 に た め 池 に お ける 太陽 光 発電 と し て 約 24MW 
( 全 導入 容量 約 120MW の 20%) が 設置 され 、FIT 電源 と し て 活用 され て いる 。 た め 池 に 設置 
され る 太陽 光 発 電 の 発電 量 中 央 値 (発電 量 500kW、 面 積 8.000 m) か ら 、8,000 m 以 上 の 規模 
dh し た と ころ 、 市 内 の 中 心 部 の 一 部 だ け で も 20 か 所 以上 の 未 活用 の 
め 池 が 存在 する 。 市 内 全域 で 考え る と 、 更 に 10MW (500kW x 20 か 所 ) 以上 の 新規 開発 の 可 
性 RE る と 思わ れる 。 
平成 23 (2011) 年 か ら 、 全 国 的 に 珍し い 「 た め 池 」 で の トラ イア スロ ン 大 会 を 開催 し て い 
る 。 の どか な 田園 風景 や バイ ク ・ ラ ン に 適し た な だ ら か な 地形 と いう 自然 環境 も 相まって 、 
の 大 会 に は 全国 各地 か ら 360 人 超 の 参加 者 が あり 、 加 西 市 の 魅力 を 広く 発信 する ツー ル 
に も な っ て いる 。 


(2) 多様 な 歴史 遺産 

市 内 に は 、 玉 丘 古墳 (1300 年 前 に 編 筐 され た 日 本 最 古 の 地誌 「 播 磨 国 風土 記 」 ゆ か り の 
地 )、 法 華山 一 乗 寺 (平安 時 代 末 期 に 建立 され た 国宝 三重 塔 を は じ め 文 化 財 の 宝庫 ) な どの 伝 
統 的 ・ 歴 史 的 な 資産 の 蓄積 が 多数 ある 。 

凌 野 飛行 場 跡 周 辺 の 戦争 遺跡 群 で は 、 平 成 31 (2019) 年 か ら 平和 学習 の 場 と し て 受け 入れ 
を 開始 し 、 市 内 の 児童 等 だ け で な く 修 学 旅行 等 で 市 外 ・ 県 外 か ら 多く の 児童 等 が 来訪 し て い 
今年 4 月 に は 、sora か さい が 開業 し 、 実 物 大 レプ リカ の 戦闘 機 「 紫 電 改 」 等 が 展示 され 

る な ど 、 更 に 多く の 方 が 全国 か ら 訪 れる 平和 学習 が で きる 観光 スポ ッ ト に な っ て いる 。 


※ 謙 野 飛行 場 跡 周辺 の 戦争 遺跡 群 

衣 野 飛行 場 跡 は 、 太 平 洋 戦争 末期 に パイ ロッ ト 養 成 を 目的 に 作ら れ た 旧 日 本 海軍 の 飛行 場 
跡 で ある 。 当 時 、 飛 行 場 の 西南 に は 工場 が あり 、「 紫 電 改 」( ゼ ロ 戦 の 後継 機 ) な ど 500 機 奈 
り の 戦闘 機 が 組み 立て られ た 。 全国 か ら 集 め ら れ た 約 320 名 の 若者 が ここ で 飛行 訓練 を 受け 
た 。 終戦 直 前 に は 神風 特攻 隊 「 白 鷺 隊 」 が 編成 され 、 終 戦 ま で に 鷹野 か ら 発 っ た 63 名 の 尊い 命 
が 失わ れ た 。 現 在 も 、 飛 行 場 跡 の 周辺 に は いく つも の 防空 壇 跡 な ど 生 々 し い 戦 争 の 爪痕 が 残 
る 、 全 国 的 に 貴重 な 場所 で ある 。 


恒 纏 野 飛行 場 周 辺 の 戦争 遺跡 群 の 主 な 活動 実績 
〇 平和 学習 ガイ ド ( 修 ーー テー 


Nm 
DED 


EE 

〇 © 紫電 改 一 般 公 開 来場 者 数 

※ 令 和 4 以 降 は sora か さい の 来場 者 に カウ ント 。 
〇 一 般 の ガイ ド 受 入 数 


| | 件 数 | 人 数 | 


地 活 性 化 上 施設 アァ 


平和 学習 の 場 計 令 和 3 年 度 
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= ※ 令 和 4 年 度 は 7/31 時 点 

〇 Sora か さい 来場 者 数 


| 。 。 | 数 | 
※ 開 業 : 令 和 4 年 4 月 
※ 令 和 4 年 7 月 末 時 点 


、 識 _ 巨大 防空 寺 


(3 気球 の まち 

加西 の 上 空 を 気球 が 飛び 始め た の は 平成 26 (2014) 年 か ら で あ る 。 近 年 で は 、 全 国 か ら 数 
多く の 気球 チー ム が 訪れ る 人 気 の 場 所 に な っ て いる 。 

平成 28 (2018) 年 に は 「 第 22 回 全国 熱気 球 学生 選手 権 」 が 訓 野 飛行 場 跡 で 開催 され た が 、 
これ を 機 に 、 本 市 で は 「 気 球 の 飛ぶ まち 加西 」 を 全国 に 向け て 発信 し 、 同 時 に 気球 の フラ イ 
ト を 支援 する 市 民活 動 を 活性 化す る こと を 目的 に 、 同 年 10 月 、「 気 球 の 飛ぶ まち 加西 条例 」 
を 制定 し た 。 戦 後 70 年 が 過ぎ 、 平 和 の 象徴 と も 言わ れる 気球 が 、 こ の 地 を フラ イト し て い 
る 。 空 を キー ワー ド と し て 、 過 去 と 現在 は つなが っ て お り 、 問 野 飛行 場 跡 の 気球 は 、 加 西 の 
未来 ある 将来 を 乗せ て 、 大 空 へ と 向かっ て 飛び 立 と うと し て いる 。 


a a さこ IE NN 


塔 ) 


色とりどり の 気球 と 加西 市 ビー スバ ルー ン 号 
( 症 野 飛行 場 と 気球 ) 


玉 丘 史跡 公園 ( 玉 丘 古墳 群 ) 


1.2 温室 効果 ガス 排出 の 実態 


市 内 の C02 排出 量 は 近年 減少 傾向 に あり 、2013 年 度 を ピー ク に 2018 年 度 は 367.8 千 万 t- 
C02 まで 減少 し た 。 本 市 は 、 三 洋 電機 購 発祥 の 地 で あり 古く か ら モ ノ づ くり が 盛ん な 産業 中 心 
の 地域 で あっ た が 、 近 年 その 関連 企業 が 独自 の 技術 開発 に より 更 な る 発展 を 送 げ た だ け で な 
く 、 市 内 の 4 つの 産業 団地 に 市 外 か ら 製 造 業 を 中 心 に 多く の 企業 が 進出 し た こと か ら 、 産 業 部 
門 が 市 内 の CO2 排出 量 の 約 半分 を 占め て いる 。 

また 、 本 市 の 中 心 市 街 地 及び その 周辺 地域 に は 、 市 立 病院 や 小 中 学 校 等 の 多く の 行政 機関 や 
商業 施設 (大 規模 商業 施設 含む ) が 立地 し て いる が 、 そ の 他 業 務 部 門 の CO2 排出 量 の 大 部 分 
は 、 行政 関連 の 公共 施設 (市 立 病院 ・ 市 庁舎 ・ 学 校 等 ) や 大 規模 商業 施設 で ある 。 

本 市 で は 、 令 和 3 (2021) 年 3 月 に 区 域 施策 編 を 改定 し 、 下 記 の と お り 、「2030 年 度 ま で に 、 
2013 年 度 比 で 市 内 の 温室 効果 ガス 排出 量 を 409% 削 減 する 」 目 標 を 掲げ て いる 。 部 門別 合計 の 
2018 年 度 実績 は 、 対 2013 年 度 比 22% 減 と 2030 年 度 を 見 据え る と 一 定 の 成果 が あがっ て い 
る 。 た だ 、 部 門別 の 実績 を 見 て みる と 、 全 体 の 約 3 割 を 占め る 運輸 部 門 の 2018 年 度 実績 が 、 
対 2013 年 度 比 わ ず か 39% 減 で あり 、2030 年 度 に 向け て 本 市 で は 、 運 輸 部 門 へ の 対策 が 重要 な 
課題 で ある 。 

な お 、 区 域 施策 編 改定 の 翌月 の 令 和 3 (2021) 年 4 月 、 国 は 「2030 年 度 に 温室 効果 ガス を 
2013 年 度 比 469% 削 減 し 、 更 に 50%% の 高み に 向け て 挑戦 する 」 と 表明 し た こと か ら 、 今後 、 本 
市 に お いて も 、 国 の 方 針 に 即 し て 、 市 内 の 温室 効果 ガス 排出 量 を 更に 削減 する た め 、 区 域 施策 
編 の 改定 を 令 和 5 (2023) 年 度 示 まで に 改定 する 予定 で ある 。 本 市 で は 、 こ の 度 の 「 脱 炭素 先 
行 地域 」 へ の 応募 を 契機 に 、 一 層 の 市 内 の 温室 効果 ガス 排出 量 の 削減 に 取り 組む 所 存 で ある 。 


( 千 t-CO2) 
2018 年 度 実績 2030 年 度目 標 


増減 増減 率 
(2013 年 度 比 ) (2013 年 度 比 ) 


1.3 地域 課題 


【 課 題 1 】 生産 年 齢 人 口 (特に 若年 層 ) の 減少 に よる 地域 経済 力 の 低下 
本 市 の 人 口 は 将来 的 に 減少 を 続け 、 特 に 生産 年 齢 人 口 は 大 幅 に 減少 する と 推計 され て いる 。 
生産 年 齢 人 口 の 減少 を 要因 と し た 人 材 や 労働 力 不足 に 伴う 地域 経済 活力 の 低下 が 懸念 され る 。 
同時 に 、IT 技術 の 進化 等 に よる 急速 な 社会 構造 の 転換 に より これ まで の 価値 観 で は 対応 で き 
な い 事 案 が 増加 し て いる 。 こ の よう な 社会 情勢 に 対応 する た め に は 、 単 に 生産 年 齢 人 口 を 維持 
する だ け で な く 、 新 た な 価値 観 に 敏感 な 若年 層 の 定住 促進 を 強化 し 、 本 市 の 将来 を 託 せ る 新た 
な 人 材 を 発掘 する 必要 が ある 。 


【 課 題 2 】 住居 系 市 街 化 区 域 で ある 九 会 北部 地区 の 人 口 減少 

本 市 に は 、 北 条 地 区 (都市 核 ) と 九 会 北部 地区 ( 副 都 市 核 ) の 2 か 所 、 住 居 系 の 市 街 化 区 域 
が 存在 する 。 北 条 地 区 は 、 基 幹 病院 ・ 市 役所 等 の 行政 機関 や 大 型 商業 施設 等 の 都市 基盤 を 支え 
る 主要 施設 が 多く 存在 し 、 そ の 人 口 は ここ 10 年 間 ほ ぼ 増 減 が 無い 。 一 方 、 旧 加西 町 の 中 心 部 
で あっ た 九 会 北部 地区 は 、 昭 和 42 (1967) 年 の 加西 郡 3 町 合併 以降 、 本 市 の 「 副 都市 核 」 と し 
て 、 ま ちの 活性 化 が 期待 され て いた も の の 、 北 条 地 区 と 比べ 、 面 積 ・ 人 口 が 少な い だ け で な く 
相対 的 に 不動 産 価格 も 低く 、 こ こ 10 年 間 で 人 口 は 約 1096 減 少し て いる 。 

本 市 は 、 東 西 と 比べ 南北 に 長い 地形 で あり 、 都 市 核 で ある 北条 地区 は 市 域 の 北西 寄り に 立地 
し て いる こと か ら 、 市 域 の 南東 部 に 立地 する 九 会 北部 地区 の 活性 化 は 、 市 全域 の 均衡 ある 発展 
に は 不可 欠 で あり 、 本 市 に と っ て 重要 な 課題 と な っ て いる 。 


【 課 題 3】 近 年 急増 する 空き 家 

本 市 の 平成 30 (2018) 年 の 空き 家 率 は 12.99%。 全 国 (13.69%) より 若干 低い も の の 本 市 の 平 
成 10 (1998) 年 と 比較 する と 5.696 増 加 ( 全 国 は 2% 増 ) し て お り 、 空 き 家 総 数 も 20 年 前 と 比べ 
約 2 倍 に な っ て いる 。 空 き 家 の 増加 は 、 防 災 ・ 防 犯 ・ 安 全 ・ 環 境 ・ 景 観 の 阻害 等 多く の 問題 を 
生じ させ 、 地 域 住 民 に 悪影響 を 及ぼ し て お り 、 そ の 対応 は 急務 で ある 。 な お 、 九 会 北部 地区 で 
も 、 近 年 空き 家 の 増加 が 地域 課題 に な っ て いる 。 

今後 も 空き 家 は 増加 する と 見 込ま れる 一 方 、 空 き 家 等 の スト ッ ク 住 宅 を 活用 し た リノ ベー シ 
ョ ン は 、 新 築 と 比べ 安価 な 建築 費用 で 快適 で デザ イン 性 の 優れ た 居住 環境 を 実現 で きる た め 、 
近年 需要 が 高まっ て いる 。 本 市 の 独自 調査 で は 、 市 内 の 空き 家 は 「 現 行 の まま 利用 可能 
(29.39%)」 又 は 「 簡 易 な 修繕 で 利用 可能 (36.7%%)」 と 合計 約 67% が 利用 可能 で ある と 判定 さ 
れ て お り 、 今後 定住 促進 の 一 環 と し て の 空き 家 の 利 活用 は 重要 な 課題 で ある 。 


【 課 題 4】 活 断 層 (山崎 断層 帯 ) に よる 市 域 全域 の 岩 災 リス ク 

本 市 に は 、 全 長 80km の 日 本 有数 の 活 断層 山崎 断層 帯 が 縦断 し て お り 、 加 西 市 地域 防災 計画 
で は 、 こ の 断層 が ずれ た 場合 、 阪 神 淡路 大 震 災 (M7.3) を 超え る M8.0 規模 の 地震 が 発生 し 、 
震度 7 相当 の 揺れ が 本 市 全域 で 起こ る と 想定 され て いる 。 近年 、 全 国 で 発生 し て いる 地震 の 現 
況 か ら 考 える と 、 地 震 は 「 い つ 、 ど の 地域 で 起こ る か 全く 予想 不可 能 」 で ある だ け で な く 、 地 
岩 発生 に より 社会 イン フラ が 機能 停止 し た 場合 の 市 民生 活 等 へ の 影響 は 深刻 で ある た め 、 市 内 
の 基幹 的 機能 を 有する 公共 施設 (市 庁舎 、 基 幹 病院 等 ) の レジ リエ ンス 強化 は も と より 、 市 内 
全域 に 点 在 する 小 中 学 校 を 中 心 に し た 避難 施設 の レジ リエ ンス 強化 も 重要 な 課題 で ある 。 


【 課 題 5】 脆弱 な 生活 交通 イン フラ 

本 市 の 公共 交通 は 、 最 低 限 の 生活 維持 ( 主 に 買い 物 ・ 通 院 ) を 満た すこ と が 目的 で あり 、 そ 
れ 以 上 の 生活 水準 を 求め た 場合 、 自 動車 の 取得 が 不可 欠 に な る 。 今後 高齢 化 の 更 な る 進展 に よ 
り 運 転 が で き な い 高齢 者 が 増加 する が 、 生 涯 豊か で 楽し い 老 後生 活 を 提供 する た め に 、 生 活 維 
持 以 外 の 目的 で 気軽 に 外出 で きる 利便 性 の 高い 公共 交通 網 を 整備 する こと が 重要 で ある 。 


2. 脱 炭 素 先行 地域 に お ける 取組 
2.1 脱 炭 素 先行 地域 の 概要 


【 脱 炭素 先行 地域 の 対象 】 
・ 九 会 北部 地区 の 上 宮木 町 、 下 宮木 町 、 下 宮木 村 町 の 3 町 (以下 「 宮 木 3 町 」) 
・ 加西 市 内 の 全て の 市 公共 施設 


【 主 な エネ ルギー 需要 家 】 
・ 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン の 次 世代 ZEH 十 の 新築 戸 建 住宅 40 戸 
・ 宮 木 3 町 の 既存 戸 建 住宅 200 戸 
・ 加 西 市 内 の 全て の 市 公共 施設 99 施 設 


【 取 組 の 全体 像 】 

・ 地域 経済 の 活性 化 が 期待 され る 加西 南部 に 位置 する 九 会 北部 地区 に お いて 、sora か さい や 
基幹 道路 の 整備 計画 な どの 総合 的 な 開発 計画 を 契機 に 、 宮 木 3 町 を 中 心 に 、 子 育て 世代 を タ 
ー ゲ ッ ト に 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン (ZEH 十 住宅 40 戸 ) を 新規 開発 する 。 次 世代 型 ス マー ト 
タウ ン と 隣接 5 公共 施設 は スマ ー ト グリ ッ ド 化し 、 高 齢 世帯 の 多い 既存 住宅 200 戸 を 含め 
て 、 た め 池 ソー ラー か ら の 電力 を 、 車 載 用 蓄電 池 の 活 用 に より 自家 消費 率 70% で 提供 する 
こと で 、 幅 広い 世代 に お いて 脱 炭 素 化 の まち づく り を 目指 し 、 こ の エリ ア の 定住 促進 と 地域 
経済 の 活性 化 の 同時 解決 を 実現 する 。 

・ 主要 公共 施設 の スマ ー ト グリ ッ ド 化 や 、 避 難 施設 に 指定 され て いる 市 内 に 点 在 する 全て の 市 
公共 施設 の 脱 炭 素 化 を する こと で 、 市 内 を 縦断 する 活 断 必 に よる 岩 災 リ スク 軽減 を 図る 。 

・ 市 が 関与 する 地域 エネ ルギー 会 社 を 設立 する こと で 、 行 政 施策 と 連動 し た 脱 炭 素 化 事業 を 推 
進 す る だ け で な く エ ネル ギー 代金 の 域内 循環 を 同時 実現 する 。 将 来 的 に は 、 そ の 利益 を 基 に 
市 民生 活 に 寄与 する サー ビス を 提供 する こと を 目指 す 。 


分 か ち 合う みん な の 電気 蓄電 池 の ま ち 加 西 
て 地産 地 消 エ ネル ギー で 結ぶ 集落 の くら し て 


加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 


一 市 役所 ・ 病 院 ・ 学 校 ・ 市 民 会 館 一 


Sora か さい ー 
道 の 駅 た め 池 ソー ラー 学校 ・ 公 民 館 
1 給食 セン ター 


〇 EV ス テー ショ ン 
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地域 エネ ルギー 会 社 


【 民生 部 門 電 力 の 脱 炭 素 化 に 関す る 主 な 取組 】 

① サス ティ ナブ ル タ ウ ンカ 会 の 実現 
GE ム 、 太 陽光 発電 設備 ・ 蓄 電池 ・ V2H 充 放 
電設 備 の 導入 を 促進 する 。 同 時 に 、 た め 池 ソー ラー の 電力 を 、 ス マー ト グ リ ッ ド 化 さ れ た 
隣接 5 公共 施 0 i tr GA ト タ ウ ン 及 び 系 統 線 か ら 
既存 住宅 に 供給 する 。 

② 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド の 構築 
本 市 の 主要 機能 を 有する 近接 する 4 公共 施設 を スマ ー ト グリ ッ ド 化す る こと で 、 脱 炭素 化 
を 図る と 同時 に 、 主 要 施 設 の レジ リエ ンス 強化 を 実現 する 。 

③ 全て の 市 公共 施設 の 脱 炭 素 化 の 実現 
市 内 に 点 在 する 避難 施設 で ある 小 中 学校 を 中 心 と し た 全て の 市 公共 施設 に 、 太 陽光 発電 設 
備 や 蓄電 池 を 設置 し 脱 炭 素 化 を 図る と 同時 に 、 市 域 全域 の レジ リエ ンス 強化 を 実現 する 。 

④ 地域 エネ ルギー 会 社 の 設立 運用 
上 記 3 つの 取組 み を 電力 供給 の 観点 か ら 一 体 的 に マネ ジメント する こと で 、 再 エネ の 地産 
地 消 を 効率 的 に 運用 する 。 ま た 、 市 内 に 再 エ ネ 電 源 を 開発 (PPA 事業 等 ) し 、 既 存 住宅 含め 
た 市 域 全体 に その 電力 を 供給 する こと で エネ ルギー の 地産 地 消 と エネ ルギー 代金 の 域内 循 
環 を 同時 に 実現 する 。 


【 民生 部 門 電 力 以 外 の 脱 炭 素 化 に 関す る 主 な 取組 】 

① 2 つの 居住 系 市 街 化 区 域 を 結ぶ コミ ュ ニ ティ バス (以下 「 コ ミ バ ス 」) に EV を 導入 し 、 全 
て の 市 公用 車 を 順次 EV に 更新 する 。 同 時 に 急速 充電 設備 を 搭載 し た 再 エ ネ 100% の EV ステ 
ーション を 整備 する 。 

② 訓 野 飛行 場 跡 を 含む sora か さい に 、 グ リー ンス ロー モビ リティ (以下 「 グ リス ロ 」) や 
RE100% の LED 街路 灯 を 導入 する 。 

③ 「 ナ ッ ジ x 経済 イン セン ティ ブ (デジ タル 地域 通貨 ) 」 を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 を 実 
施す る 。 


【 取 組 に より 期待 され る 主 な 効果 】 

① 九 会 北部 地区 の 総合 開発 を 契機 と し て 、 若 者 層 の 定住 を 促進 する た め 脱 炭素 の まち づく り 
を 実施 する こと で 、 生 産 年 齢 人 口 の 減少 と いう 課題 に 対応 する 。 

② 市 内 の 基幹 的 機能 を 有する 公共 施設 (市 庁舎 、 基 幹 病院 等 ) や 市 内 全域 に 点 在 す る 避難 施 
設 の レジ リエ ンス 強化 に より 、 市 内 全域 に お いて 、 活 断層 に よる 大 規模 岩 災 へ の 一 定 の リ 
スク ヘッ ジ が 可能 に な る 。 


【 ス ケ ジ ュ ー ル 】 


取組 令 和 4 令 和 5 令 和 6 令 和 7 令 和 8 令 和 9 令 和 10 1 11 令 和 12 
年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 (最終 年 度 ) 


@ 九 会 北部 地区 スマ ー ト グリ ッ ド 


@ 次 世代 型 スマ ー ト タウ ン の 開発 | 1 期 20 戸 (設計 ・ 造 成 ・ 分 譲 ) 2 期 20 戸 (設計 ・ 造 成 ・ 分 譲 ) 


@ 既存 住宅 の 脱 炭 素 化 ( 省 創 区 エ ネ 促 進 補助 、 再 エネ 100 電 力 の 供給 、 ナッ ツジ を 用 いた 環境 行動 変容 促進 ) 


太陽 光 発 電 ・ 蓄 電池 設備 等 の 導入 


10 


2.2 対象 と する 地域 の 位置 ・ 範 囲 


[対象 地域 の 位置 ・ 範 囲 
① サス ティ ナブ ル タ ウ ンカ 会 
(1) 公共 施設 (5 か 所 ) 
※ 加 西 中 学校 ・ 南 部 給食 セン ター ・ 南 部 公民 館 ・sora か さい ・( 仮 称 ) 道 の 駅 か さい ) 
②) 次 世代 型 スマ ー ト タウ ン (40 戸 ) 間 | 
(3 宮木 3 町 の 既存 住宅 (200 戸 ) ※ (は スマ ー ト グリ ッ ド を 構 和 
② 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 


市 役所 庁舎 、 市 立 加西 病院 、 対象 地域 の 位置 ・ 範 囲 ( 市 全域 ) が 


市 民 会 館 、 北 条 東 小学 校 計 4 か 所 


③ 全て の 市 公共 施設 ! 九 会 北部 地区 ( 副 都市 核 
・ 本 市 に 点 在 す る 全て の 市 公共 施設 北条 地区 (都市 核 ) 
(①② 除く 公共 施設 90 か 所 ) を 対象 と | の 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド = ネネ Ws 
する 。 工場 集積 エリ ア 
@ 
【 対 象 地域 の 特徴 】 NS A 
① サス ティ ナブ ル タ ウ ンカ 会 Tk 2 A 
・ こ の エリ ア で は 、sora か さい が 今年 4 チョ > や a i ' 生 りり が 
月 に オー プン し 、 多 数 の 観光 客 が 訪れ る oe すき: 
よう に な っ て いる 。 更 に 、 ゼ ロカ ー ボ ン て Fk 
の 実現 を 含む 、IOT な どの 新た な 価値 を っ たまら の Mt 
備え た 「 ミ ライ 志向 」 の まち づく り 構 想 i の 
(次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン 、( 仮 称 ) 道 RN Hr 
の 駅 か さい 、 基 幹 道路 整備 ) が 計画 さ で スプ の 人 8 aga 
、 今 後 更 な る 地域 経済 の 活性 化 が 見 込 ご で た さん マー ー ニ ーーーー= = 
まれ る 。 いん < 1 の u 回 
・ 本 市 の 昼夜 間 人 口 率 は 105. 3% と 昼間 人 ハルク > 昌和 
ロ が 多い 。 こ の 周辺 に は 、 工 場 集積 エリ “ーー に や ル イチ 1 Neil 
ア が 多く (工業 団地 含 )、 市 外 か ら 多 く 1 
の 方 が 働き に き て いる 。 NR 


② 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 較 1 : 80000 ee 人 a 
・ 公 共 施設 や 生活 利便 施設 が 多く 存在 する | ti 4 Re 
都市 計画 マス ター プラ ン で 「 都 市 核 」 と 
位置 付け られ た 地域 で ある 。 今後 、 主 要 --ーーーーーーーーーーー JR 上 トーーーーーーーーー 
4 施設 の 脱 炭 素 化 を 契機 に 、 周 辺 商業 施 
設 等 へ の 更 な る 展開 を 見 込む こと が 出来 る 。 

③ 全て の 市 公共 施設 
・ 市 公共 施設 は 、 避 難所 機能 を 有する 小 中 学 校 を 中 心 に 市 域 に 点 在 し て いる 。 


【 地 域 課 題 と の 関係 性 等 、 設 定 し た 理由 】 
① サス ティ ナブ ル タ ウ ンカ 会 

・ 副 都市 核 か つ 住 居 系 市 街 化 区 域 で あり な が ら 、 こ れ ま で 北条 地区 に 比べ 開発 が 遅れ て お り 市 域 
の 均衡 ある 発展 を 目指 す た め に は 、 加 西南 部 の この エリ ア の 活性 化 が 不可 欠 で ある 。 

・ 加西 南部 に 位置 し JR 山陽 本 線 加 古川 駅 へ の アク セス が 良い だ け で な く 、 商 業 施設 や 学校 等 が 隣 
接し て お り 日 常 生活 で の 利便 性 も 高い 。 

・ こ の エリ ア の 地域 住民 は 、 地 域 活性 化 へ の 意欲 が 他 地 域 と 比べ て 高く (まち づく り 協 議会 に よ 
る 複合 商業 施設 の 誘致 に 成功 し た 実績 あり ) 、 ま た 市 外 か ら の 通勤 者 が 多い 工場 エリ ア に 隣接 し 
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て いる た め 、 若 者 の 転出 抑制 や 転入 促進 を 推進 する モデ ル 地 区 と し て 適し た 場所 で ある 。 
・ 利 活用 可能 な 空き 家 が 多い た め 、 リ ノ ベ ー シ ョ ン を 視野 に 入れ た 定住 促進 が 可能 で ある 。 

・ 北 条 地 区 に し か な い 都 市 機能 (市 役所 、 基 幹 病院 等 ) を 気軽 に 享受 する た め に 、 コ ミ バ ス 等 の 
公共 交通 の 利便 性 を 強化 する 必要 が ある 。 

② 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 

・4 施設 は 近接 し て お り 、 本 市 に と っ て 重要 な 機能 (防災 拠点 、 避 難 施設 、 基 幹 医療 機関 ) を 担っ 
て いる 。 防災 面 か ら 、 優 先 的 に マイ クロ グリ ッ ド を 構築 すべ き で ある 。 

・ 老 朽 化 が 激しい 市 立 加 西 病院 は 、 市 公共 施設 の 中 で 最も CO2 排出 量 が 多い 。 こ の 度 、 新 し い 病 
院 に 建て 替え る 際 、「Nearly ZEB」 を 目指 すこ と で (CO2 排出 量 の 大 幅 削減 と 長期 的 な 維持 管理 コ 
スト の 軽減 が 見 込ま れる 。 

③ 全て の 市 公共 施設 

・ 本 市 は 東西 南北 に 一 定 の 広がり を 有 し て いる 。 市 の 中 心 部 だ け で な く 、 市 域 に 点 在 する 公共 施 

設 を 地域 の 防災 拠点 に する こと で 、 市 民 全 員 へ の 防災 上 の リス ク ヘ ッ ジ に 貢献 で きる 。 


提案 地方 公共 団体 内 全域 に | (参考 ) 提案 地方 公共 団体 全 
対す る 割合 域 


の 夫人 
150.22 


※ 仮に 、 先 行 地域 の 対象 と な る 民生 需要 家 が 対象 地域 内 の 全て の 民生 需要 家 で は な い 場 合 、 欄 を 2 段 に 分 け 、 上 段 に 先 
行 地域 の 対象 と な る 理 要 家 、 下 段 に 対象 地域 内 の 全て の 民生 需要 家 に つい て 記載 し て くだ さい 。 


/ イム 、 ア の 2 | 記 | サス ティ ナブ ル タ ウ ンカ 会 (位置 図 ) 開 
スマ ー ト グリ ッ ド (位置 SS 提 アテ 。( 宮木 3 町 、Sora か さい 、( 仮 ) 道 の 駅 か さい … SI 


まち づく り 構想 エリ ア 
(次 世 民 理 ス マー ト タ ウ ン ・ 史 存 住宅 エリ ア 除 ぐ : 


た め 池 ソー ラー か ら REI00 電 力 
中 を 既存 住宅 に 提供 


ーーー': スマ ー ト グリ ッ ド 構築 (自営 線 ) 


| 法寺 太陽 光 発電 (1.334kW) 


K | エリア 内 の 電力 需要 家 ) 
| 圭 電池 (1.350kWh) ・ 既 存 住宅 200 戸 (宮木 3 町 ) 


3 ・ 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン 40 戸 。 。 
ーーーー 自営 線 (1400m) ・ 公 共 施 設 5 施設 


(太陽 光 発 電 ) 

・ た め 池 大 陽光 2.000kw 

・ 中 学校 、 給 食 セン ター81kw 
・ 既 存 住宅 600kw 


(車載 用 リユース 蓄電 池 ) 
・ た め 池 付近 1.900kwh 
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2.3 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 状況 


(1) 再 エネ 央 存 量 を 踏ま えた 再 エ ネ 導 入 可能 量 


REP0S 及び 今年 度 実施 中 「「 ゾ ー ニ ング 事業 」(P48 参照 )」 に より 、 大 陽光 発電 設備 (種類 別 ) 
等 の 導入 可能 量 は 市 全域 で 1, 114, 232kw あり 、「 市 内 の た め 池 に 設置 可能 な 導入 可能 量 」 や 、 考 
慮 すべ き 事 項 と し て 提案 し て いる 「 保 全 エ リア 」 を 除外 し た 「 市 内 の た め 池 の 「 除 外 後 の 導入 可 
能 量 」」 は 計 1, 104, 077kw で ある こと が 算出 され た 。 


再 エ ネ 種 別 地方 公共 団 調査 状況 考慮 すべ き 事 項 ② 除外 後 の 
体内 導入 (その 手法 ) (経済 合理 性 ・ 支 障 の 有無 等 ) 導入 可能 
可能 量 量 (①-②) 

太陽 光 発 電 323, 213 | 以 済 (REPOS) 323, 213 
※ 建 物 系 (kW) | ロー 部 済 除外 量 : (kW) (kW) 
太陽 光 発 電 323, 213 | 以 済 (REPOS) 720, 655 
※ 土 地 系 (た め 池 以外 ) (kW) | ロー 部 済 除外 量 : (kW) (kW) 
太陽 光 発 電 70, 364 | 以 済 (ゾー ニン グ 事 業 調査 ) 保全 エリ ア (法令 等 に より 60, 209 
※ 土 地 系 (ため池 ) (kW) | ロー 部 済 制約 が ある 又は 重大 な 環境 (kW) 
影響 が 懸念 され る エリ ア ) 
除外 量 : 10.155 (kW) 
合計 1, 114, 232 | 恨 済 (REP0s、 " -=> ッ が 事業 調査 1, 104, 077 
(kW) | ロー 部 済 除外 量 : 10.155 (kW) (kW) 


13 


(2) 新規 の 再 エ ネ 発 


【 太 陽光 発電 】 


電設 備 の 導入 予定 


(① サス ティ ナブ ル タ ウ ン 九 会 計 4 か 所 2, 681 2, 815, 050 
加西 中 学校 、 南 部 公民 館 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 2 6 6, 300 R6 実施 調査 済 | 合意 済み 
南部 学校 給食 セン ター PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 75 78, 750 R6 実施 調査 済 合意 済 
人 4 PPA 事業 者 | オン サイ ト | フロ ー ト 式 1 1.000 1.050.000 実施 調査 済 | 合意 済 
/ (既存 住宅 200 戸 用 ) PPA 事業 者 オフ サイ ト フロ ー ト 式 0 1.000 1.050.000 NR 実施 調査 済 合意 済 
既存 住宅 の 太陽 光 発 電設 置 住宅 所 有 者 | オン サイ ト 屋根 置き | 200 600 630.000 | R5~R12 調査 中 協議 
(② 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 計 4 か 所 1.344 1411.200 
市 役所 庁舎 PPA 事業 者 | オン サイ ト に a 1 202 212, 100 R5 実施 調査 済 合意 済 
市 民 会 館 PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 179 187.950 R5 実施 調査 済 合意 済 
市 立 加西 病院 PPA 事業 者 | オン サイ ト 野 建て 1 450 472, 500 R9 実施 調査 済 合意 済 
北条 東 小学 校 ( 男 側 市 林地 念 ) | pPA 事業 者 | オン サイ ト | "Cc | 1 513 538.650 | R5 | 実施 調査 済 | 合意 済 
③ 全て の 市 公共 施設 計 34 か 所 9, 779 10, 267, 950 
北条 小学 校 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 10, 500 R7 実施 調査 済 合意 済 
九 会 小学 校 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 6 6, 300 R7 実施 調査 済 合意 済 
北条 中 学校 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 41 43.050 R7 実施 調査 済 合意 済 
善 防 中 学校 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 11 11, 550 R7 実施 調査 済 合意 済 
泉 中 学校 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 8 8,400 R7 実施 調査 済 合意 済 
加西 特別 支援 学校 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 7.350 R7 実施 調査 済 合意 済 
加西 市 総合 教育 セン ター PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 7.350 R8 実施 調査 済 合意 済 
加西 こども 園 PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 22 23, 100 R8 実施 調査 済 合意 済 
北条 な ら の 実 こ ども 園 PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 23 24, 150 R8 実施 調査 済 合意 済 
泉 よ つば こども 上 園 PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 26 27, 300 R8 実施 調査 済 合意 済 
善 防 公民 館 PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 13 13, 650 R8 実施 調査 済 合意 済 
健康 福祉 会 館 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 97 101, 850 R8 実施 調査 済 合意 済 
加西 市 クリ ー ン セン ター PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 30 31, 500 R8 実施 調査 済 合意 済 
最終 処分 場 PPA 事業 者 | オン サイ ト 野 建て 1 45 47, 250 R8 実施 調査 済 合意 済 
加西 衛生 セン ター PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 76 79, 800 R8 実施 調査 済 合意 済 
斎場 ・ 公 園 墓地 PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 12 12. 600 R8 実施 調査 済 合意 済 
上 水 ・ 瀬 加 加 圧 PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 127 133, 350 R8 実施 調査 済 合意 済 
上 水 ・ 瀬 加 送 水 PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 141 148.050 R9 実施 調査 済 合意 済 
山下 地区 処理 施設 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 58 60, 900 R7 実施 調査 済 | 合意 済 
別府 東 地区 処理 施設 PPA 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 33 34, 650 R8 実施 調査 済 | 合意 済 
日 吉 西 地区 コミ ュ ニ =z47' テト PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 92 96, 600 R7 実施 調査 済 合意 済 
加西 北部 地区 コミ ュ ニテ イプ ラッ ト PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 152 159, 600 R8 実施 調査 済 合意 済 
日 吉 東 地区 エ ュ ニテ イブ ト PPA 事業 者 | オン サイ ト 屋根 置き 1 50 52.500 R9 実施 調査 済 合意 済 
寺山 配水 池 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 2, 500 2, 625, 000 R9 実施 調査 済 合意 済 
善 防 池 周辺 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 1.037 1, 088, 850 R7 実施 調査 済 合意 済 
衛生 セン ター PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 300 315,000 R7 実施 調査 済 合意 済 
下水 処理 場 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 300 315, 000 R8 実施 調査 済 合意 済 
健康 福祉 会 館 PPA 事業 者 | オフ サイ ト | カー ポー ト 1 140 147, 000 R7 実施 調査 済 合意 済 
丸山 公園 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 1.250 1.312.500 R8 実施 調査 済 合意 済 
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斎場 隣接 地 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 1.045 1, 097, 250 R8 実施 調査 済 合意 済 

幼稚 園 跡 地 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 556 583, 800 R7 実施 調査 済 合意 済 

公営 住宅 跡地 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 577 605, 850 R7 実施 調査 済 合意 済 

衛生 セン ター 隣接 地 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 815 855, 750 R9 実施 調査 済 合意 済 

保育 所 跡地 PPA 事業 者 | オフ サイ ト 野 建て 1 172 180, 600 R7 実施 調査 済 合意 済 
合計 13, 804 14, 494, 200 


① サス ティ ナブ ル タ ウ ン 太 会 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 

・ 実 地 調査 に お いて 、 屋 根 や た め 池 の 形状 ・ 面 積 か ら 発電 可能 量 を 算出 し た 。 ま た 、 た め 池 に お 
いて は 、 自 然 環境 調査 の 結果 に 基づき 、 設 置 す る た め 池 と 設置 し な いた め 池 (渡り 鳥 の 飛来 地 
と な る た め ) を 区 分 し た 。 

・ 既 存 住宅 は 、 設 置 不可 の 家屋 含め た 平均 的 な 1 戸 当たり 設置 容量 を 3kw と し て 算出 し た 。 

※ 平 成 30 年 住宅 土地 統計 調査 か ら 推計 し た 屋根 面積 及び 我が国 の 再生 可能 エネ ルギー 導入 
ポテ ン シ ャ ル 概 要 資 料 導 入 編 か ら の 戸 建 住 宅 の 単位 面積 当たり の 設備 容量 を 根拠 に 算出 


合意 形成 状況 ) 
O 〇 市 の 全て の 公共 施設 


・ 市 の 最高 意思 決定 機関 で ある 政策 会 議 に より 一 元 的 に 管理 が 可能 で あり 、 今 回 の 提案 に つい 
て は 、 政 策 会 議 に お いて 合意 済 で ある 。 

〇 の ため池 ソー ラー 

・ 自然 環境 調査 の 結果 を 基 に 生物 多様 性 の 専門 家 の 意見 (希少 植物 の 生息 、 渡 り 鳥 の 飛来 地 ) 
を 反映 させ た うえ で 、 管 理 者 で ある 宮木 3 町 と 協議 し 、 設 置 可能 な 池 を 確定 させ た 。 

〇 既存 住宅 200 戸 

・ 太 陽光 発電 設備 等 の 設置 は 、 設 置 意向 の 確認 だ け で な く 一 定 の 経済 的 負担 も 伴う た め 、 継 続 
的 な 合意 形成 が 必須 で ある 。 地 元 懇 談 会 に お いて 、 既 存 住宅 の 住民 が 太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 
池 を 設置 し た 場合 の 市 補助 金 を 現行 以上 に 拡充 (具体 的 数 値 は 検討 中 ) する 提案 を し て い 
る 。 

・ 地元 協議 の 進捗 状況 は 、7 月 に 3 町 役員 合同 懇談 会 を 開催 、8 月 に 上 宮木 町 、 下 宮木 町 、 下 
宮木 村 町 の 3 町 で それ ぞ れ 住民 懇談 会 を 開催 し た 。 住 民 懇 談 会 で は 、 若 者 が 減少 し 高齢 化 が 
進む 中 で 地域 社会 の 維持 に つい て の 危機 感 を 共有 する こと が で き 、 脱 炭素 を 契機 に 宮木 3 町 
ー 体 と な っ て 新た な まち づく り を 推進 する こと に つい て 意思 統一 を 図る こと が で きた 。 さ ら 
に 、 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン 、( 仮 称 ) 道 の 駅 か さい 、 基 幹 道 路 整 備 等 の 開発 を 伴う 「 ま ち 
づく り 」 だ け で な く 、 こ の 事業 を 契機 に 既存 集落 の 在り 方 や その 住民 の 住 環境 向上 に 資す る 
「 ま ち づ く り 」 も 同時 に 検討 し た いと の 意見 も あっ た 。 

〇 新規 開発 の 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン 40 戸 

・ 開発 予定 地 は 、 市 街 化 調整 区 域 で ある も の の 兵庫 県 都市 計画 担当 と の 協議 に お いて 今後 1 年 
程度 で 宅地 開発 が 可能 に な る 見 通し が つい て いる 。 な お 、 こ の エリ ア は 農業 振興 地域 か ら は 
外れ て いる 。 

・ 開発 予定 地 の 地 権 者 に 対し て 、 令 和 4 年 7 月 に 地権 者 説明 会 を 開催 、 説 明 会 欠席 者 と の 個別 
協議 も 実施 済 で ある 。 今後 、 売 却 に 前 向き な 地権 者 と は 早期 に 土地 売買 に 係る 仮 同意 を 取得 
する 。 他 の 地権 者 と は 地域 住民 の 協力 も 得 な が ら 継 続 交 渉 す る 。 


・ 新規 住宅 の 居住 者 と は 、 分 譲 段階 で 予め 脱 炭 素 施策 に 協力 する こと を 入居 条件 と し て 定め て 
お く こ と で 連携 を 図る 。 
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② 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 
・ 実 地 調査 に お いて 、 屋 根 や 遊休 地 の 形 状 ・ 面 積 か ら 発 電 可 能 量 を 算出 し た 。 ま た 、 人 遊休 地 に お 
いて は 、 自 然 環境 調査 の 結果 、 希 少 種 等 の 生育 等 が 確認 され ず 環 境 へ の 影響 が 比較 的 に 少な い 
と 判断 され て いる 。 


合意 形成 状況 ) 
設置 場所 は 全て 市 所 有 地 で あり 、 政 策 会 議 で の 協議 の 上 、 合 意 済 で ある 。 ま た 、 人 遊休 地 の 自 然 
環境 調査 の 結果 を 動植物 の 専門 家 と 共有 し 、 設 置 可能 と の 判断 を 頂い た 。 


③ 全て の 市 公共 施設 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 

・ 実地 調査 に お いて 、 屋 根 や 遊休 地 の 形 状 ・ 面 積 か ら 発電 可能 量 を 算出 し た 。 ま た 、 人 遊休 地 に お 
いて は 、 自 然 環境 調査 の 結果 、 希 少 種 等 の 生育 等 が 確認 され ず 環 境 へ の 影響 が 比較 的 に 少な い 
と 判断 され て いる 。 


合意 形成 状況 ) 
設置 場所 は 全て 市 所 有 地 で あり 、 政 策 会 議 で の 協議 の 上 、 合 意 済 で ある 。 ま た 、 人 遊休 地 の 自 然 
環境 調査 の 結果 を 動植物 の 専門 家 と 共有 し 、 設 置 可能 と の 判断 を 頂い た 。 
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(3) 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 


市 内 の 利 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 は 、 以 下 の と お り で す 。 


【 太 陽光 発電 】 
既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 
設置 方 法 | 設置 場所 | 数 量 | 設置 者 | 設備 能力 | 発電 量 導入 時 期 電源 供給 方 法 
(KW) (kWh/ 年 ) (供給 主体 ) 
屋根 置き 公共 施設 16 校 市 197 206, 850 平成 15 年 非 FIT 電源 われ り 人 自家 消費 
小学 校 11 141 148, 050 
中 学校 4 46 | 48.300| 平成 25 年 
特別 支援 学校 1 10 10, 500 


※ な お 、 上 記 公 共 施設 に は 計 0.2MWh の 蓄電 池 が 設置 され て いる 。 
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2.4 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 


【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 


民生 部 門 の 電力 和 需 要 量 再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 省エネ に よる 電力 削減 量 
(100%) (91%) (9%) 

= + 
13, 435, 088 (kWh/ 年 ) 12, 261, 326 (kWh/ 年 ) 1.173, 762 (kWh/ 年 ) 


提案 地方 公共 団体 全体 の 
民生 電力 需要 量 


168, 536, 615. 5 kun/ 征 ) 


先行 地域 の 上 記 に 占め る 


割合 


8.0 (96) 


【 取 組 の 全体 像 】 

脱 炭 素 先行 地域 の 民生 部 門 の 電力 需要 量 は 13, 435, 088kWh/ 年 で あり 、 そ の うち 
12, 261, 326kWh/ 年 の 再 エ ネ 等 の 電力 供給 、1, 173, 762kWh/ 年 の 省エネ に よる 電力 削減 に 取り 組む 
こと で 実質 ゼロ と する 。 

車載 用 蓄電 池 の 定 置 用 へ の 転用 技術 や それ に 関連 する EMS を 活用 する こと で 、 住 宅 を 含む 先 
行 地 域 の 全 エ リア で 自家 消費 率 7 0 % 以 上 を 達成 する 。 な お 、 残 り の 再 エ ネ 電 力 は 地域 エネ ル 
ギー 会 社 (会 社 設立 前 は 、 事 業者 選定 で 決定 する パー トナ ー 事 業者 ) が 相対 契約 に より 域外 か 
ら 調達 する 。 


① サス ティ ナブ ル タ ウ ン 九 会 の 実現 
・ 既 存 住宅 は 、 断 熱 リ フォ ー ム 等 に よる 省エネ や 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 電池 ・V2H 充 放 電設 備 を 
導入 する 創 区 エ ネ を 実施 し 、 出 来る 限り 自家 消費 で 電力 需要 を 賭 う 。 
・ た め 池 ソー ラー の 電力 を 、 ス マー ト グ リ ッ ド 化 さ れ た 隣接 5 公共 施設 と 次 世代 型 ス マー ト タ 
ウン (ZEH 十 住宅 40 戸 ) 及び 系 統 線 か ら 既 存 住宅 200 戸 に 供給 する 。 
・ 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン は ZEH 十 住宅 と する 。 


② 加 西 市 スマ ー ト グリ ッ ド の 構築 
・ 市 遊休 地 等 に 太陽 光 発電 設備 や 蓄電 池 を 設置 し 、4 公共 施設 を スマ ー ト グリ ッ ド 化す る 。 
・ 建 て 替え する 加西 病院 は 、「Nearly ZEB」 を 目指 す 。※ 令 和 8 年 春 頃 開院 予定 


③ 全 て の 市 公共 施設 の 脱 炭 素 化 の 実現 
・ 公 共 施 設 の 屋根 や 市 遊休 地 等 に 太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 を 設置 し 、 オ ン サ イト ・ オ フサ イ 
ト PPA に より 7 割 以上 の 自家 消費 を 実現 する 。 
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電力 需要 量 に 係る 実質 ゼロ を 達成 する た め の 取 組 内 容 


; 再 エ ネ 等 の 供給 量 (kWh/ 年 ) エネ 等 の 電 和 
5 uo | 民生 部 門 の | 。 。 | 合意 形成 の | 電力 需要 量 0 so RR 省エネ に よる 
° 埋 類 | 電力 需要 家 半 状況 (kWh/ 年 ) 本 f 電力 削減 量 
評 朗 角 4 加 壮 
自家 消費 等 | 相対 契約 | "| 証書 供給 元 hE 
市 公共 施設 画 合 意 済み 
(加西 中 ・ 南 部 給 一 部 合意 ・ 自 家 消費 オン サイ ト PPA (PPA 事 業者 
元 食 セ ンタ ー・ 南 5 一 部 説明 の 太陽 光 発 電 ) 
0 人 共 | 部 人 民 館 ・sor 5 か 所 867, 452 624.566 242. 886 RN 
ィ ナ ブ | スマ ー ト AM 道 の 駅 イオ マス 電源 等 ) 
ル タ ウ | グリ ッ ド 
ヽ へ 合意 済み 
2 新規 住宅 回 
民生 | (次 世代 型 ス マ 40 戸 0 234, 908 120, 750 46, 958 / 67, 200 
ー ト タウ ン ) 一 部 説明 
未 説明 
合意 済み 
既存 住宅 RE 画 一 部 合意 
民生 | 本 未 3 押 ) 200 戸 840, 000 583, 027 226. 733 / 30.240 
未 説明 
市 公共 施設 還 合 意 済み 
NN 公共 本 | 4 か 所 | nr | 3382.706| 1.660.596| 645.789 1,076, 322 
院 ・ 北 条 東 小 ) 示説 明 
画 合 意 済み ・ 自 家 消費 オン サイ ト ・ オ フサ イト 
市 公共 施設 ロー 部 合意 PPA (PPA 事業 者 の 太陽 光 発 電 ) 、 
ノ 2\ 圭 頂 ノ 2 の \ 
③ 全 て の 市 公共 施設 et 90 が | に 8.110.022 | 5.839.216 | 2.270.806 SSHSt 直 9 生ま に の 
口 未 説明 イオ マス 電源 等 ) 
合計 13,435,088 | 8.828.155 | 3.433,171 0 0 - 1, 173, 762 


※ 新 規 住 宅 ( 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン ) の 合意 状況 二 開 発 予定 地 の 地権 者 の 一 部 か ら 売 却 意 思 を いた だ いて いる 状況 で す 。 
※ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 合意 状況 全 住 民 懇 談 会 に お いて 説明 済 。 町 役員 か ら 脱 炭素 化 の 合意 を いた だ いて いる 状況 で す 。 
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【 民 生 部 門 の 電力 需要 家 の 状 況 (対象 ・ 施 設 数 、 直 近年 度 の 電力 需要 量 等 ) 


対象 施設 数 試算 方 法 直近 電力 需要 | 需要 家 と の 合 
量 (kWh/ 年 ) 意 形成 の 状況 
① サス ティ ナブ ル タ ウ ンカ 会 計 245 か 所 1, 942, 360 
加西 中 学校 1 | 令 和 2 年度 実 績 92, 740 | 店 内 合議 済 
南部 公民 館 1 7/ 29, 322 / 
南部 学校 給食 t ツ 9- ] | 令 和 3 年 度 実績 315, 054 / 
sora か さい (備蓄 倉庫 含 ) 1 | 建物 設計 時 の 推計 234, 908 / 
(仮称 ) 道 の 駅 か さい 1 | 他 の 道 の 駅 の 実績 262, 336 / 
住宅 団地 (新規 開発 40 戸 ) 40 | 家計 調査 か ら 3 人 世帯 168, 000 | 住民 懇談 会 で 
既存 住宅 (隣接 町 200 戸 ) 200 | の 電力 使用 量 を 推計 840, 000 | 説明 済 
② 加 西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 計 4 か 所 3, 382, 706 
市 役所 庁舎 1 | 令 和 2 年 度 実績 958, 086 | 店 内 合議 済 
市 民 会 館 1 / 149, 101 / 
市 立 加西 病院 1 / 2, 152, 645 / 
北条 東 小学 校 1 / 122, 874 / 
③ 公共 施設 の 脱 炭 素 化 計 90 か 所 8, 110, 022 
北条 小学 校 1 | 令 和 2 年 度 実績 184, 807 | 店 内 合議 済 
富田 小学 校 1 / 70, 311 / 
賀茂 小学 校 1 7/ 57, 913 / 
下 里 小学 校 1 / 68, 418 / 
九 会 小学 校 1 / 123, 212 / 
富合 小学 校 1 / 78, 635 / 
日 吉 小 学校 1 / 69, 391 / 
宇 仁 小学 校 1 / 53, 530 / 
西 在 田 小学 校 1 / 47, 820 / 
泉 小学 校 1 / 96, 184 / 
北条 中 学校 1 / 153, 677 / 
善 防 中 学校 1 / 117, 455 / 
泉 中 学校 1 / 107, 520 / 
加西 特別 支援 学校 1 / 113, 556 / 
加西 市 総合 教育 セン ター 1 7/ 29, 282 / 
賀茂 学童 保育 園 1 / 7, 264 / 
賀茂 幼児 園 1 / 32, 185 / 
加 市 こども 園 1 7/ 82, 651 / 
富合 学童 保育 園 1 / 3, 805 / 
日 吉 幼 児 園 1 7/ 1, 588 / 
宇 仁 学童 保育 園 1 / 4, 795 / 
宇 仁 幼児 園 1 7/ 970 / 
泉 幼児 園 ( 旧 泉 幼稚 園 ) 1 / 5, 073 / 
泉 幼児 園 ( 旧 泉 第 1 保育 ) 1 7/ 2, 741 / 
泉 第 3 保育 所 1 / 1.113 / 
北条 な ら の 実 こ ども 園 1 7/ 102, 980 / 
西 在 田 学童 保育 園 1 7/ 7, 364 / 
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泉 よ つば こども 園 1 | 令 和 2 年 度 実 : 84, 182 | 庁 内 合議 済 
北条 学童 1 / 10, 006 7/ 
富田 学童 保育 園 1 / 7, 021 / 
北部 学校 給食 セン ター 1 / 213, 142 7/ 
善 防 公 民 館 1 / 94, 164 7/ 
北部 公民 館 1 / 25, 615 7/ 
図書 館 1 / 299, 479 7/ 
埋蔵 文化 財 整 理 室 ( 則 図 書館 ) 1 / 11.777 / 
玉 丘 史跡 公園 1 / 14, 982 7/ 
オー クタ ウン 加西 1 / 20, 598 7/ 
地域 交流 セン ター 1 / 128, 039 7// 
ラン ド マ ー ク 展望 台 1 / 3, 530 7/ 
加西 勤労 者 体育 セン ター 1 / 31, 641 7/ 
加西 テニ スコ ー ト 1 7/ 17, 079 / 
加西 球場 1 7/ 35, 353 / 
加西 球場 ポン プ 1 / 5, 879 7/ 
多目的 グラ ウン ド 1 / 1.319 7/ 
加西 市 民 グ ラウ ンド 1 / 3, 041 7/ 
す ば ー く 加西 1 / 3, 558 7/ 
アク アス 加西 1 / 5, 131 7/ 
旧 再 + 開 発 組合 土木 事務 所 1 / 693 / 
善 防 園 1 7/ 71, 396 7/ 
健康 福祉 会 館 1 / 726, 430 7/ 
加西 市 クリ ー ン セン ター 1 / 98, 236 7/ 
最終 処分 場 1 / 34, 679 7/ 
加西 衛生 セン ター 1 / 246, 532 7/ 
斎場 ・ 公 園 墓地 1 / 53, 540 / 
上 水 ・ 瀬 加 加 圧 1 / 626, 116 7/ 
上 水 ・ 瀬 加 送水 1 / 688, 373 7// 
上 水 ・ 河 内 ポン プ 外 17 件 1 / 125, 343 7/ 
上 水 ・ 明 神山 配水 池 1 / 4, 598 7/ 
公共 下水 道 マ ツ *- 不 " ッ プ 1 / 195, 725 / 
別府 中 地区 処理 施設 1 7/ 60, 208 7/ 
山下 地区 処理 施設 1 / 209, 746 7/ 
鴨 谷地 区 処理 施設 1 / 131, 027 7/ 
玉野 地区 処理 施設 1 // 82, 205 7/ 
横田 地区 処理 施設 1 7/ 76, 037 7/ 
倉 谷 ・ 千 ノ 沢 地区 処理 施設 1 / 53, 925 / 
別府 東 地区 処理 施設 1 // 121, 755 7/ 
別府 西 地 区 処理 施設 1 / 91, 947 7/ 
宇 仁 地区 処理 施設 1 // 143, 230 7/ 
中 山 ・ 大 柳 地 区 処理 施設 1 / 31, 919 / 
富田 南 地区 処理 施設 1 / 133, 403 7/ 
日 吉 西 地区 コミ ュ ニ ティ イブ ラル ト 1 / 304, 826 7/ 
西谷 東 地区 処理 施設 1 / 43, 000 7/ 
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国 正 地区 コミ ュ ニ ティ イブ ラット 1 | 令 和 2 年 度 実績 83, 184 | 庁 内 合議 : 
加西 北部 地区 コミ ュ ニ ティブ シト 1 / 539, 560 7/ 
畑 ・ 芝 地区 コミ ュ ニ ティ イフ ラット 1 / 233, 199 7/ 
日 吉 東 地区 コミ ュ ニ ティ ブラ ト 1 / 193, 430 7/ 
古 法華 研究 施設 (管理 棟 ) ] / 3, 703 / 
古 法華 キャ ンプ 場 1 / 485 / 
古 法華 西 駐車 場 ト イレ 1 / 1, 642 / 
古 法華 街路 灯 1 / 1, 714 7/ 
古 法華 ポン プ 庫 1 / 526 / 
ふる さと ハロ ー ワ ー ク 1 / 14, 703 7/ 
北条 ふれ あい 幸 園 ・ 南 町 公衆 便所 1 1 2, 051 // 
常吉 ふれ あい 公園 1 / 3, 62 7 7/ 
丸山 公園 (市 民 グ ラン ド ) 1 / 25, 777 / 
朝 妻 公園 1 / 2, 222 7/ 
大 坪 公 園 1 / 1, 903 7/ 
吉本 公園 1 / 369 7/ 
網 引 公園 ・ 網 引 緑地 1 1 6, 719 / 
ハイ ツ さ つき 公園 1 / 543 7/ 
合計 = 13, 435, 088 
上 A」ー J は: に コ = = ルル 5 ミ 田 ‘ コ 互 = 
【 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 調 達 方 法 、 電 力 供給 量 )】 
調達 方 法 (kWh/ 年 ) 思 
実施 場所 設 - 電力 再 エ ネ 等 の 電力 供給 元 電力 供給 量 
数 | 自家 消費 等 | 相対 契約 | メ = | 証書 (発電 主体 ) (kWh/ 年 ) 
ーー 
(① サス ティ ナブ ル タ ウ ンカ 会 245 1, 328, 342 516, 578 0 1, 844, 920 
加西 中 学校 1 66.773 25, 967 ・ 自 家 消費 れ サ イト PPA(PPA AN 92.740 
・ 相対 契 約 (電力 小売 事業 者 に よる イ れ 7 電源 等 ) 
南部 公民 館 1 21, 112 8, 210 7 29, 322 
南部 学校 給食 セン ター 1 226, 839 88, 215 7 315, 054 
住宅 団地 (新規 開発 40 戸 ) 40 120, 750 46, 958 し / 167, 708 
sora か さい (備蓄 倉庫 含 ) 1 188, 882 73, 454 7 262, 336 
(仮称 ) 道 の 駅 か さい 1 120, 960 47, 040 7 168, 000 
既存 住宅 (隣接 町 200 戸 ) 200 583, 027 226, 733 し / 809, 760 
② 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 4 1, 660, 596 645, 788 0 2, 306, 384 
市 役所 庁舎 1 689, 822 268, 264 ・ 自 家 消 費 オ ッ サ イト PPA(PPA NR 958.086 
・ 相対 契 約 ( 電 力 小売 事業 者 に よる バイ? 電源 等 ) 
市 民 会 館 1 107, 353 41, 748 / 149, 101 
市 立 加西 病院 1 774. 953 301, 370 7 1, 076, 323 
北条 東 小 学校 1 88, 469 34, 405 7 122, 874 
③ 全て の 公共 施設 90 5, 839, 216 2, 270, 806 0 0 8, 110, 022 
北条 小学 校 1 133.061 51.746 ・ 自 家 消費 れ サ イト PPA(PPA Me 184.807 
・ 相 対 契 約 ( 電 力 小売 事業 者 に よる / 2 電源 等 ) 
富田 小学 校 1 50.624 19.687 ・ 自 家 消費 わ サイ ト PPA(PPA 人 70.311 
・ 相対 契 約 ( 電 力 小売 事業 者 に よる イ れ 7 電源 等 ) 
賀茂 小学 校 1 41, 697 16, 216 7 57, 913 
下 里 小学 校 1 49, 261 19, 157 / 68, 418 
九 会 小学 校 1 88.713 34, 499 ・ 自 家 消費 れ サ イト PPA(PPA 電 況 0 時 2 123.212 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる イ れ 7 電 源 等 ) 
富合 小学 校 1 56.617 22.018 ・ 自 家 消費 わ サイ ト PPA(PPA RI 78.635 
・ 相 対 契 約 ( 電 力 小売 事業 者 に よる / 7 が 2 電源 等 ) 
日 吉 小 学校 1 49, 962 19, 429 7 69, 391 
宇 仁 小学 校 1 38, 542 14, 988 7 53, 530 
西 在 田 小学 校 1 34, 430 13, 390 7 47, 820 
泉 小 学校 1 69, 252 26, 932 / 96, 184 
北条 中 学校 1 110.647 43.030 ・ 自 家 消費 れ サ イト PPA(PPA NR 153.677 
・ 相対 契 約 ( 電 力 小売 事業 者 に よる / イ れ 7 電源 等 ) 
善 防 中 学校 1 84, 568 32, 887 7 117, 455 
泉 中 学校 1 77, 414 30, 106 7 107, 520 
加西 特別 支援 学校 1 81, 760 31, 796 7 113, 556 


加西 市 総合 教育 セン ター 1 21.083 8.199 7 29 282 
6 4 ・ 自家 消費 わり ト PPAPPA 事業 者 の 太陽 光 発 電 ) 7598 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 2 電 導 等) 
賀茂 幼児 園 1 23.173 9.012 ッ 32.185 
陸生 8 2 ・ 自家 消費 わ ト PPAPPA 事業 者 の 大 陽光 発電 ) 90 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 作 ?2 電 源 等 
ai 6 0 ・ 自家 消費 われ ト PPA(PP) 事業 者 の 大 陽光 人 0 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 付 ?2 電 源 等 
日 吉 幼 児 園 1 1.143 445 1.588 
皇 仁 学童 保育 園 1 3.452 1.343 ヵ 4 795 
宇 仕 幼児 園 1 698 272 7 970 
泉 幼児 園 ( 旧 泉 幼稚 園 ) 1 3.653 1.420 の 5.073 
泉 幼児 園 (| 旧 泉 第 1 保育 所 ) 1 1.974 767 / 2.741 
泉 第 3 保育 所 1 801 312 1.113 
の ; 0 ・ 自家 消費 わり ト PPAPPA 事業 者 の 太陽 光 発 電 ) 68 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 付 ?2 電 源 等 
主軸 2 6 ・ 自家 消費 わり ト PPAPPA 事業 者 の 大 陽光 発電 ) 0 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 人 2 電源 等 
本 0 有 ・ 自家 消費 わり ト PPAPPA 事業 者 の 太陽 光 発 電 ) 0 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 付 ?2 電 源 等 
也 事 0 009 ・ 自家 消費 わり ト PPAPPA 事業 者 の 太陽 光 発 電 ) 6 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 作 ?2 電 源 等 
富田 学童 保育 園 1 5.055 1.966 M 7.021 
北部 学校 給食 セン ター 1 153, 462 59.680 213.142 
和 較 和 a 時 ・ 自家 消費 わり ト PPAPPA 事業 者 の 大 陽光 発電 ) 8 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 付 ?2 電 源 等 
2 4 i 自家 消費 わが PPAPPA 事業 者 の 大 陽光 了 
・ 相対 契約 (電力 小売 事 業者 に よる パイ 47 電 導 等) 
図書 館 1 215.625 83.854 ッ 299.479 
に 7 8.479 3.298 の 11.77 
書館 ) 
玉 丘 史跡 公園 1 10.787 4 195 7 14.982 
オー クタ ウン 加西 1 14, 831 5.767 ヵ 20.598 
地域 交流 セン ター 1 92.188 35.851 128.039 
ラン ド マ ー ク 1 2.542 988 PD 3.530 
加西 勤労 者 体育 セン ター 1 22.782 8.859 ヵ 31.641 
加西 テニ スコ ー ト 1 12.297 4 782 7 17.079 
加西 球場 1 25.454 9.899 の 35, 353 
加西 球場 ポン プ 1 4.233 1.646 の 5, 879 
多目的 グラ ウン ド 1 950 369 の 1.319 
加西 市 民 グ ラウ ンド 1 2.190 851 の 3.041 
す ば ー く 加西 1 2.562 996 7 3, 558 
アク アス か さい 1 3.694 1.437 ヵ 5.131 
旧 再 開発 組合 土木 事務 所 1 499 194 693 
若 防 園 1 51, 405 19.991 7 71.396 
健康 福祉 会 館 1 523.030 203, 400 : 目 家 消 圭 オ 4 ト FPA(PA 事 素 用 の 太 陣 光 発 電 ) 726, 430 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 作 ?2 電 源 等 
加西 市 クリ ー ン セン ター 1 70.730 27.506 98.236 
最終 処分 坦 1 24.969 9.710 7” 34, 679 
加西 衛生 セン ター 1 177.503 69.029 7 246, 532 
斎場 ・ 公 園 墓地 1 38, 549 14.991 7” 53, 540 
上 水 ・ 瀬 加 加 圧 1 450.804 175, 312 の 626, 116 
上 水 ・ 瀬 加 送 水 1 495.629 192, 744 7” 688, 373 
上 水 ・ 河 内 ボッ 外 17 件 1 90.247 35.096 『 目 家 消 齋 わ FTPA CPA 電灯 者 の 太陽 光 発 電 ) 125, 343 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる / 作 ?2 電 源 等 
上 水 ・ 明 神山 配水 池 1 3.311 1.287 4 598 
公共 下水 道 - 奈 7 1 140.922 54.803 195, 725 
別府 中 地区 処理 施設 1 43.350 16.858 の 60, 208 
1 0 NM ・ 自家 消費 われ ト PPA(PP) 事業 者 の 大 陽光 人 0 
・ 相対 契約 (電力 小売 事 業者 に よる 付 ?2 電 源 等 
鴨 谷地 区 処理 施設 1 94.339 36, 688 AU 131.027 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる パイ 4 電 導 等) 
玉野 地区 処理 施設 1 59.188 23.017 82.205 
横田 地区 処理 施設 1 54. 747 21.290 76.037 
倉 谷 ・ 千 / 沢 地区 処理 施設 1 38.826 15.099 53.925 
章夫 本 場 攻 衝 理科 8 960: ・ 自家 消費 われ ト PPA(PPA 事業 者 の 大 陽光 人 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 付く 7 電源 等) 121. 755 
別府 西 地区 処理 施設 1 66.202 25.745 MA 91, 947 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 人 2 電源 等 
宇 仁 地 区 処理 施設 1 103.126 40.104 ヶ 143.230 
中 山 ・ 大 柳 地区 処理 施設 1 22.982 8.937 7 31, 919 
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富田 南 地 区 処理 施設 1 96.050 37.353 の 133.403 
日 吉 西 地区 ュ ニ イ フト 1 219, 475 85, 351 自家 消 わが 4FRACRPA の ボ 隔 5 304, 826 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる が 7 れ 電源 等 ) 
西谷 東 地区 処理 施設 1 30, 960 12.040 KA 43.000 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる {電源 等 ) 
国 正 地区 コミ ュ = ィ 7 ルト 1 59.892 23.292 の 83.184 
・ 自家 消費 わり 7 ト PPA(PPA 事業 者 の 大 陽光 発電 ) 
部 地区 コミ ュ ニカ イプ 1 388, 483 151,077 539, 560 
Ei ・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 付く 2 電源 等 ) 
・ 自家 消費 わり 7 ト PPAPPA 事業 者 の 大 陽光 発電 ) 
畑 ・ 芝 地区 地区 ペペ ュ ニ ロブ テト 1 167.903 65.296 233, 199 
DES ・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる が 付 ?2 電 源 等 ) 
日 吉 東 地区 コミ ュ ニテ イ 7 ルト 1 139, 270 54, 160 人 皇 4 AO 信二 2 193.430 
・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる 付 ?2 電 源 等 
・ 自家 消費 わり 7 ト PPA(PPA 事業 者 の 大 陽光 発電 ) 
法華 研修 施設 (管理 1 2.666 1.037 3,703 
MM ・ 相対 契約 (電力 小売 事業 者 に よる が 付 ?2 電 源 等 ) 
古 法 華 キ ャ ンプ 場 1 349 36 の 485 
古 法華 西 駐車 場 ト イレ 1 .182 460 の 1.642 
古 法華 街路 灯 1 .234 480 の 1.714 
古 法華 ポン プ 庫 1 379 47 の 526 
ふる さと ハロ ー ワ ー ク 1 10.586 4 117 の 14 709 
殺さ 同 ・ 
北条 ふれ あい 幸 園 南町 1 . 477 574 7 2.051 
公衆 便所 
常吉 ふれ あい 公園 1 2 611 1.016 の 3 627 
丸山 公園 (市民 ド ) 1 18.559 7 218 7 25.777 
朝 妻 公園 1 .600 622 の 2 222 
大 坪 公園 1 .370 533 の 1.909 
吉本 公園 1 266 103 の 369 
綱 引 公園 ・ 綱 引 緑 地 1 4 838 1.881 7 6.719 
ハイ ツ さ つき 公 園 1 391 152 の 543 
合計 339 8.828.155 | 3.433.171 0 0 12 261.326 


【 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 調 達 方 法 、 電 力 供給 量 ) 】 


実施 場所 施設 数 取組 内 容 電力 削減 量 
(kWh/ 年 ) 
① サス ティ ナブ ル タ ウ ン 和 会 
次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン 40 戸 | ZH 士 に より エネ ルギー 消 67 200 
(新規 開発 ) 費 量 を 409% 削 当 
既存 住宅 (宮木 3 町 ) 200 戸 | 断 夫 リフォーム に より エ 30, 240 
ネル ギー 消費 量 を 3.6% 削 
② 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 
市 立 加西 病院 1 か 所 | ZEB に よる エネ ルギー 消費 | 1,.076,322 
量 を 509% 削 当 
『 1 173, 762 
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力量 の 割合 (地産 地 消 割合 )】 


再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 の う 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公 
ち 脱 炭素 先行 地域 が ある 地 共 団体 内 に 設置 され た 再 エ ネ 
方 公共 団体 で 発電 し て 消費 発電 設備 で 発電 し て 先行 地域 
する 再 エ ネ 電 力量 の 割合 内 の 電力 番 要 家 が 消費 する 再 
(※1) エネ 電力 量 (※2) 
(B) 一 (A) 
72.0 = 8, 828, 155 
(9%) (kWh/ 年 ) 


(※1) 上 限 100% (※2) 

脱 炭素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 内 に 

設置 され た 再 エ ネ 発 電設 備 で 発電 し た 再 エ 

ト 電力 で あっ て 、 自 家 消 費 、 相 対 契 約 、 ト 
ラッ キン グ 付 き 証 書 ・FIT 特定 卸 等 に より 
再 エ ネ 電 源 が 特定 され て いる も の の うち 、 
先行 地域 内 の 電力 需要 家 が 消費 する も の 


地方 公共 団体 外 か ら 調 達する 量 (A) 


【 再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 誠 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 で 発電 し て 消費 する 再 エ ネ 電 


2.4(1) 【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計 
算 結果 】 式 の 【 再 エネ 等 
の 電力 供給 量 】 


(B) 
12, 261, 326 x100 


(kWh/ 年 ) 


3,433,171 
(kWh/ 年 ) 
地方 公共 団体 外 か ら 調 達する 量 の 内 記 
行 } 計 二 
時 再 エネ 等 の 電力 供給 元 es 主 な 供給 先 
2 (発電 主体 ) 要 家 へ 供給 され る | / 和 ス 行 地域 内 の 電力 需要 家 ) 
回 電力 量 (kWh/ 年 ) So 
市 外 か ら の 非 FIT バイ オマ ス 発 
電 等 
(地域 エネ ルギー 会 社 (会 社 設 
寺 契 緒 3, 433, 171 、 月 
展 対 色 約 | 立 前 は 、 事 業者 選定 で 決定 する 所 
パー トナ ー 事 業者 ) が 供給 ) 
合計 
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(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 


年 度 事業 内 容 事業 費 活用 を 想定 し て いる 国 の 事 
( 千 円 ) 業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) の 
名 称 と 必要 額 ( 千 円 ) 
令 和 5③ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 (③40, 300 ③ 本 交付 金 (環境 省 ) 
年 度 |・ 断 熱 改修 補助 10 戸 ・12. 000 30, 866 
・ 大 陽光 発電 設備 設置 補助 10 戸 (50kw) |・15, 000 
・ 蓄 電池 設置 補助 10 戸 (40kw) ・ 12, 000 
・V2H 充 放電 設備 設置 補助 1 戸 ・ 1, 300 
④ 加 西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 、 加 西 病院 ZEB 化 (④257, 010 ④ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 3 か 所 (894kw) |・134, 310 149, 340 
・ 蓄 電池 設置 補助 1 か 所 (800kwh) ・ 40, 000 
・ 自 営 線 設 置 (1200m) ・82, 700 
令 和 6(① 九 会 北部 地区 スマ ー ト グリ ッ ド (①248, 420 ① 本 交付 金 (環境 省 ) 
年 度 |・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 3 か 所 ・149, 720 165, 613 
(781kw) ・30, 000 
・ 蓄 電池 設置 補助 1 か 所 (600kwh) ・68, 700 
・ 自 営 線 設 置 (1000m) 
③ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 ③40, 300 ③ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 断 熱 改修 補助 10 戸 ・12. 000 30, 866 
・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 10 戸 (50kw) |・15, 000 
・ 蓄 電池 設置 補助 10 戸 (40kw) ・ 12, 000 
・V2H 充 放電 設備 設置 補助 1 戸 ・ 1, 300 
(④ 加 西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 、 加 西 病院 ZEB 化 (④ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 病 院 ZEB 化 (④600, 000 400, 000 
令 和 7(① 九 会 北部 地区 スマ ー ト グリ ッ ド (D181, 700 ① 本 交付 金 (環境 省 ) 
年 度 |・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 1 か 所 (700kw) ・140, 000 121, 133 
・ 蓄 電池 設置 補助 1 か 所 (650kwh) ・32, 500 
・ 自 営 線 設 置 (150m) ・9, 200 
② 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン の 開発 ②13, 000 ② 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ZEH 十 住宅 補助 13 戸 13, 000 
③ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 ③40, 300 ③ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 断 熱 改修 補助 10 戸 ・12. 000 30, 866 
・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 10 戸 (50kw) ・15, 000 
・ 蓄 電池 設置 補助 10 戸 (40kw) ・ 12, 000 
・V2H 充 放電 設備 設置 補助 1 戸 ・ 1, 300 
(④ 加 西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 、 加 西 病院 ZEB 化 ④⑭600,000 ④ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 病 院 ZEB 化 200, 000 
⑤ 全 て の 市 公共 施設 の 脱 炭 素 化 ⑤573, 828 ⑤ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 14 か 所 (3015kw) ・425. 828 363, 884 
・ 蓄 電池 設置 補助 14 か 所 (2960kwh) ・148, 000 
令 和 8(② 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン の 開発 ②13. 000 ② 本 交付 金 (環境 省 ) 
年 度 |・ZEH 十 住宅 補助 13 戸 13, 000 
③ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 ③41. 600 ③ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 断 熱 改修 補助 10 戸 ・12. 000 31, 733 
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・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 10 戸 (50kw) ・15, 000 
・ 蓄 電池 設 置 補助 10 戸 (40kw) ・ 12, 000 
・V2H 充 放電 設備 設置 補助 2 戸 ・2. 600 
⑤ 全 て の 市 公共 施設 の 脱 炭 素 化 ⑤597, 160 ⑤ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 16 か 所 (3258kw) ・441.160 398, 107 
・ 蓄 電池 設置 補助 14 か 所 (3120kwh) ・156, 000 
令 和 9(① 九 会 北部 地区 スマ ー ト グリ ッ ド ①160, 400 ① 本 交付 金 (環境 省 ) 
年 度 |・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 1 か 所 (600kw) |・120,000 106, 933 
・ 蓄 電池 設置 補助 1 か 所 (650kwh) ・32, 500 
・ 自 営 線 設 置 (150m) ・7, 900 
② 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン の 開発 ② 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ZEH 十 住宅 補助 14 戸 ②14, 000 14, 000 
③ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 ③41. 600 ③ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 断 熱 改修 補助 10 戸 ・12. 000 31, 733 
・ 大 陽光 発電 設備 設置 補助 10 戸 (50kw) |・15, 000 
・ 蓄 電池 設置 補助 10 戸 (40kw) ・ 12, 000 
・V2H 充 放電 設備 設置 補助 2 戸 ・2. 600 
④ 加 西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 、 加 西 病院 ZEB ④119, 300 ④ 本 交付 金 (環境 省 ) 
化 ・77, 800 52, 066 
・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 1 か 所 ・27, 500 
(450kw) ・14, 000 
・ 蓄 電池 設置 補助 1 か 所 (550kwh) ⑤662, 270 ⑤ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 自 営 線 設 置 (200m) ・487, 020 441, 513 
⑤ 全 て の 市 公共 施設 の 脱 炭 素 化 ・175, 250 
・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 4 か 所 
(3506kw) 
・ 蓄 電池 設置 補助 4 か 所 (3505kwh) 
令 和 (③ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 ③19, 500 
10 年 |・ 断 熱 改修 補助 5 戸 ・6, 000 
度 ・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 5 戸 (25kw) |・7.500 
・ 蓄 電池 設置 補助 5 戸 (20kw) ・6, 000 
令 和 (③ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 ③19, 500 
11 年 |・ 断 熱 改修 補助 5 戸 ・6,.000 
度 ・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 5 戸 (25kw) |・7.500 
・ 蓄 電池 設置 補助 5 戸 (20kw) ・6, 000 
令 和 ③ 既 存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 ③19, 500 
12 年 |・ 断 熱 改修 補助 5 戸 ・6,.000 
度 ( 最 ・ 太 陽光 発電 設備 設置 補助 5 戸 (25kw) |・7,500 
終 年 |・ 蓄 電池 設置 補助 5 戸 (20kw) ・6, 000 
度 ) 


・ 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 及 び 市 の 一 般 財 源 を 用 いて 事業 実施 する 。 
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【 住 宅 】 

・ 対 象 住民 に は 、 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 の 内 容 及 びそ の 金額 に つい て この 8 月 開催 
の 住民 懇談 会 で 説明 済 で ある 。 な お 、 市 単独 の 上 乗せ 補助 に つい て 、 庁 内 で 現在 検討 中 で あ 
る 。 


28 


2.5 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 


1) 実施 する 取組 内 容 ・ 地 域 特性 を 踏ま えた 実施 理由 と 取組 効果 


【 民 生 部 門 電力 以外 の 温 HI 地域 特性 を 踏ま えた 実施 理由 】 
民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 取組 一 


区 分 対象 取組 内 容 数 呈 合意 形成 状況 温室 効果 ガス 排出 
削減 量 (t-CO2/ 年 ) 
① 運 輸 | コミ バス | EV 化 3 台 | 担当 部 署 と 協議 済み 63.7 
公用 車 EV 化 11 台 | 担当 部 署 と 協議 済み 10.8 
公共 施設 | EV 7- ツ ョ ッ 設置 10 台 | 担当 部 署 と 協議 済み 25.4 
公共 施設 | グリ - ッ Xh-tE ティ 導入 1 台 | 担当 部 署 と 協議 済み 0.2 
小計 100.1 
⑦ そ の | 公共 施設 | LED 街路 灯 導 入 160 基 | 担当 部 署 と 協議 済み 0.1 
他 住民 (宮木 | jy に よる 環境 行動 | 200 戸 | 宮木 3 町 の 住民 懇談 53.4 
3 町 ) 変容 促進 事業 会 で 説明 済み 
小計 53.5 
合計 153.6 
く 取 組 1> 


コミ ュ ニ ティ バス (以下 「 コ ミ バ ス 」) ・ 公 用 車 へ の EV 導入 及び 
再 エ ネ 100%% の EV ステ ーション 整備 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状況 ) 

本 市 の 運輸 部 門 か ら の 温室 効果 ガス 排出 量 は 、 全 体 の 約 3 割 と 国 県 の 同 部 門 と 比較 し て 高い 
と いう 現状 が ある 。 そ の 現状 を 踏ま え 、 公 共 交 通 機関 (コミ バス ・3 台 ) や 公用 車 (11 台 ) の 
EV 化 を 促進 し 、 そ の 電力 を 再 エ ネ で 賭 う こと に よっ て 温室 効果 ガス 排出 量 の 削減 を 図る 。 ま 
た 、 市 内 の 主 な 公共 施設 に 、 再 エネ 100% の EV ステ ーション を 整備 する こと で 、 先行 地域 内 を 
中 心 に 運輸 部 門 を 含め た 脱 炭 素 化 を 図る 。 

コミ バス 、 公 用 車 へ の EV 導入 や 公共 施設 へ の EV ステ ーション 整備 は 、 各 担当 部 署 (公共 交 
通 、 公 用 車 管理 等 ) と 協議 済 で 導入 計画 も 策定 済 で ある 。 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 99. 9t-C02/ 年 
(算出 式 ) 


〇 コミ ュ ニ ティ バス (63.7 t-CO02/ 年 ) 

・ {年間 燃料 消費 量 / 台 x 2.58+ 年 間 走 行 距離 / 台 (0.00001*25+0.000029*298)] /1000 x 導入 台数 
・ 年 間 燃 料 消費 量 / 台 : 8.1109/ 台 、 年 間 走 行 距離 / 台 : 35, 700km/ 台 

・ 現在 の 燃料 : 軽油 、 導 入 台 数 : 3 台 
O 公 用 車 (10.8t-CO2/ 年 ) 

・ {年 間 燃 料 消費 量 / 台 x 2.32+ 年 間 走 行 距離 / 台 (0.00001*25+0.000029*298)] /1000 x 導入 台数 
・ 年 間 燃 料 消費 量 / 台 : 4000/ 台 、 年 間 走 行 距離 / 台 : 6, 000km/ 台 

・ 現在 の 燃料 : ガソリン 、 導 入 台 数 : 11 台 
OEV ステ ーション (25. 4t-CO2/ 年 ) 

・ 年 間 充 電電 気 量 / 台 x 電 力 CO2 排出 係数 x 導入 台数 

・ 年 間 充 電電 気 量 / 台 : 8000kwh、 電 力 CO2 排出 係数 : 0.000318t-CO2/kWh 

導入 台数 : 10 台 
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ぐ 取 組 2 > 
sora か さい へ の Maas を 活用 し た グリ ー ン スロ ー モ ビリ ティ (以下 「 グ リス ロ 」) 及び 
再 エ ネ 10096LED 街路 灯 の 導入 


加西 市 地域 活性 化 拠点 施設 ・Sora か さい 
(2022 年 4 月 開業 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形成 状況 ) 

全国 の 修学 旅行 生 を 受け 入れ 、 平 和 半生 
学習 を 含め た 観光 施設 の 「 症 野 飛 行 場 」 
跡 」 の 戦争 遺跡 は 、 北 条 鉄 道 法華 口 駅 鵜野 飛 4 本 場 跡 地 周 辺 
か ら 十 野 飛 行 場 跡 北端 の 施設 「sora 戦争 遺 跡 め ぐり 
か さい 」 ま で の 広範 囲 に 点 在 し て い ガイ ド マ ッ プ 
る 。 グ リス ロ 導 入 に より 、 す べ て の 観 
光 客 に 対し て 満足 度 ・ 利 便 性 の 高い サ 
ービス を 提供 で きる 。 

さら に 、 本 市 で は 「 デ ジタル 田園 者 
市 構想 」 に 基づき 、sora か さい を 中 
心 に 観光 情報 発信 や 施設 予約 、 お 土産 
購入 な どの 決済 サー ビス を 集約 し た 観 
光 パ スポ ー ト (LINE アプ リ ) を 構築 
中 で ある 。 グ リス ロ 導 入 を 契機 に 、 各 
交通 サー ビス の 経路 検索 や 支払 い サー 
ビス (Mass) に 一 括 対 応 で きる アプ リ 
へ と 機能 強化 する 予定 で ある 。 

また 、 滑 走路 跡 の 両側 に 太陽 光 発 電 
と 蓄電 池 が 一 体 に な っ た LE 街路 灯 を 
導入 する 。 本 市 は 、 気 球 に よる まち づ 
くり を 実践 し て お り 、 和 気球 の 発着 点 に 
な る 滑走 路 跡 は 、 観 光 イ ベン ト (気球 
搭乗 体験 等 ) の 拠点 と し て も 活用 され 
て いる 。 街路 灯 に よる 調 光 ・ 調 色 に よ 5 
る ライ ト ア ッ プ が イベ ント へ の 付加 価 ーー ーーー ニー 
値 を 高め つつ 、 ゼ ロカ ー ボ ン 社 会 の 普及 啓発 に も 寄与 する と 期待 し て いる 。 

グリ スロ や LED 街路 灯 の 導入 に つい て は 、 各 担当 部 署 (鵜野 飛行 場 跡 含 む sora か さい 、 デ ジ 
タル 推進 等 ) と 協議 済 で ある 。 


OFA 
rT EE 


街路 灯 の 設置 案 
滑走 路 の 両側 
※ 青 色 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 0.3 t-C02/ 年 
(算出 式 ) 


〇 グリ スロ (0.2t-C02/ 年 ) 
・ {年間 燃料 消費 量 / 台 x2.32+ 年 間 走 行 距離 / 台 (0.00001*25+0.000029*298)] /1000 導入 台 数 
・ 年 間 燃 料 消費 量 / 台 : 809/ 台 、 年 間 走行 距離 / 台 : 1200km/ 台 
・ 現在 の 燃料 : ガソリン 、 導 入 台数 : 1 台 
O 街 路灯 (0.1t-C02/ 年 ) 
・ 年 間 発電 量 / 基 x 電 力 CO2 x 導入 基数 
・ 発電 規模 : 2w/ 基 っ 年 間 発 電 量 : 2.1kWh/ 基 
・ 電 力 CO2 排出 係数 : 0.000318t- -002/kW 
・ 導 入 基数 :160 基 ※ 片 側 80 基 (800m を 10m 毎 に 設置 ) 
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加西 市 が 目指 す デ ジタル 田園 都市 


都市 OS で 地域 ポイ ント を サー ビス 間 連 携 させ 、 新 し い 価 値 観 と 事業 の 創出 を 加速 


市 民 向け サー ビス 市 外 ・ 観 光 客 向 け サ ービス 


_ 。 電 了 申請 .---- 較 : 
5 ホラ 人 人 UE 
通知 se アン ケト 飼 情報 配信 利用 


加西 市 公式 LINE て 
a の) 玉 衣 | | Po9-| 交 
が "* 


Peay) 


4 ジー / ー 
、 と ニ 、 面 較 / WM パス ポー ト (系 ) 
、 市 民 ポ ー タ ル テ ジ タ ル 地 貨 健康 アプ リ 9 か る さと 交流 
電子 中 請 、 講 座 受講 、 アン ケー ト キャ ッシュ レス 決済 健康 促 準 する 行 入館 予約 、 MaaS 利 用 サイ ト 
ア ホラ ンティア ポイ ント 交換 補 - 人 
エコ アク ショ ン 、 ボラ ンティア 等 ドイ ント 交 #』 EC サイ ト 利 用 、 ト 季 Rn 
ーー> ポイ ント 付与 


API 連 携 "| APH 夫 i 
地域 ボイン ト ダ ッシュ ボー ドサ イト 
デー タ 連 携 基 盤 共通 ID 


公共 施設 、 バ スロ ケー ショ ン 情 報 、 パー ソナ ル デ テー タ 等 防災 テー タ 、 観光 人 流 テ データ 、 ふ る さと 納税 デー タ 等 


く 取 組 3> 
「 ナ ッ ジ メ 経 済 イ ン セ ン テ ィ ブ (デジ タル 地域 通貨 )」 を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 の 実施 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 
既存 住宅 の 脱 炭 素 化 の 実現 に は 、 住 民 に よる 一 定 の 投資 や 電力 契約 の 変更 等 が 前 提 と な る 。 
主 に 宮木 3 町 の 住民 を 対象 に 、 健 康 増進 の 支援 サー ビス 「 健 幸 ポ イン ト 」 や 地域 経済 循環 を 
目的 と し た 「 デ ジタル 地域 通貨 (ね っ ぴーPay)」 を 利用 し て 、 断 熱 リ フォ ー ム 工事 や 太陽 光 発 
電設 備 等 の 導入 に か か る 補助 制度 、 ナ ッ ジ 理論 を ベー ス に 、 再 エネ 電力 メニ ュー へ の 切り 替え 
や スマ ー ト メー ター を 活用 し た 見 える 化 に より 使用 電力 を 削減 する と いっ た 環境 配慮 行動 に 応 
じ て ポ イン ト を 付与 する な どの 経済 イン セン ティ ブ を 併用 し た 環境 行動 変容 促進 事業 を 強力 に 


促進 する 。 
な お 、 デ ジタル 地域 通貨 (ね っ ぴーPay) は 市 内 約 200 店 舗 で 利用 可能 で 、 今 回 の 取組 は 地 


域 経済 の 活性 化 に も 貢献 し て いる 。 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 53. 4t-CO2/ 年 
(算出 式 ) 


・ 既 存 住宅 年 間 電 気 使用 量 / 戸 x 対象 戸数 x 行動 変容 率 x 電力 CO2 排出 係数 
・ 既 存 住宅 年 間 電 気 使用 量 / 戸 三 350kwh/ 月 x 12 月 三 4, 200 kwh 
・ 対象 戸数 : 200 戸 、 行 動 変容 率 : 20% 

電力 CO2 排出 係数 : 0.000318t-CO2/kWh 
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②) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 ) 、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (補助 金 等 ) 


年 度 事業 内 容 事業 費 | 活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 
( 千 円 ) | 金 、 補 助 金 等 ) の 名 称 と 必要 額 ( 千 
円 ) 
令 和 4 (の コミ バス ・ 公 用 車 の EV 化 ⑦7,500 【⑦CEV 補 助 金 (経済 産業 省 ) 
年 度 ・ 公 用 車 3 台 1, 800 
⑧ 再 エネ 100% の EV ステ ーション 整備 ⑧14, 000  ⑧ 市 単 費 
・ 急 速 充 電設 備 2 台 
令 和 5 ⑧ 再 エネ 100% の EV ステ ーション 整備 ⑧14, 000 【⑧ 本 交付 金 (環境 省 ) 
年 度 ・ 急 速 充 電設 備 2 台 9, 333 
⑨ グ リス ロ ・ 再 エネ 1009% 街 路灯 の 導入 ⑨46,.170 ⑨ 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ グ リス ロ 1 台 、 グ リス ロ 用 充電 設備 1 台 ・27.470 | 30.779 
・LED 街路 灯 160 基 ・18, 700 
令 和 6 ⑧ 再 エネ 100% の EV ステ ーション 整備 (⑧14,000 【⑧ 本 交付 金 (環境 省 ) 
年 度 ・ 急速 充電 設備 2 台 9. 333 
⑩ 「 ナ ッ ジ x 経済 イン セン ティ ブ (デジ タル 地 【⑩6.000 【⑩3 イ 24 作 変 革 構 築 事業 (環境 
域 通 貨 )」 を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 省 ) 6,000 
令 和 7 【⑧ 再 エネ 100%% の EV ステ ーション 整備 ⑧14, 000 ⑧ 本 交付 金 (環境 省 ) 
年 度 ・ 急 速 充 電設 備 2 台 9. 333 
⑩ 「 ナ ッ ジ x 経済 イン セン ティ ブ (デジ タル 地 【⑩6,000  (⑩ ぅ 772 作 変革 構築 事業 (環境 
域 通 貨 )」 を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 省 ) 6,000 
令 和 8 【⑦ コ ミ バ ス ・ 公 用 車 の EV 化 (⑦26, 000 【⑦CEV 補助 金 (経済 産業 省 ) 等 
年 度 ・ 公 用 車 1 台 、 コ ミ バ ス 1 台 8, 200 
(⑧ 再 エネ 100% の EV ステ ーション 整備 ⑧14.000 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 急速 充電 設備 2 台 9. 333 
⑩「 ナ ッ ジ メ 経 済 イ ン セ ン テ ィ ブ (デジ タル 地 【⑩6.000 【⑩ ぅ 22 作 変 革 構 築 事 業 (環境 
域 通 貨 )」 を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 省 ) 6,000 
信和 9 【⑦ コ ミ バ ス ・ 公 用 車 の EV 化 ⑦10, 000 【⑦CEV 補助 金 (経済 産業 省 ) 等 
年 度 ・ 公 用 車 2 台 2, 400 
⑧ 再 エネ 100% の EV ステ ーション 整備 ⑧14.000 本 交付 金 (環境 省 ) 
・ 急速 充電 設備 2 台 9. 333 
令 和 10 (⑦ の コミ バス ・ 公 用 車 の EV 化 (⑦36, 000 【⑦CEV 補助 金 (経済 産業 省 ) 等 
年 度 ・ 公 用 車 3 台 、 コ ミ バ ス 1 台 10, 600 
令 和 11 (⑦ の コミ バ ス ・ 公 用 車 の EV 化 (⑦5,000 【⑦CEV 補 助 金 (経済 産業 省 ) 
年 度 ・ 公 用 車 1 台 1, 200 
令 和 12 (⑦ の コミ バス ・ 公 用 車 の EV 化 (⑦26,000 【⑦CEV 補助 金 (経済 産業 省 ) 等 
年 度 ( 最 |・ 公 用 車 1 台 、 コ ミ バ ス 1 台 8, 200 
終 年 度 ) 
【 コ ミ バ ス ・ 公 用 車 EV 化 、EV ステ ーション 整備 、 ゲ リー ッ ス ロ - モ ビリ zs ィ 1・LED 街路 灯 の 導入 】 


・ 当該 事業 は 、 全 て 市 の 事務 事業 の 範囲 で あり 、 主 に 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 を 活用 
な お 、 市 負担 分 に つい て 、 政 策 会 議 で 了承 を 得 て い る 。 


する 。 
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2.6 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 、 期 待 さ れる 効果 


【 地 域 固有 の 課題 及び 先行 地域 の 取組 に よる 解決 に つい て (地域 経済 、 防 災 、 暮 らし の 質 の 向上 
等 、 期 待 さ れる 効果 )】 


(地域 経済 ) 


【 課 題 1 】 地域 固有 の 課題 
本 市 の 生産 年 齢 人 口 (特に 若年 層 ) は 今後 大 幅 に 減少 する と 推計 され て いる 。 同 時 に 、 近 
年 の 急速 な 社会 構造 の 転換 に よる 社会 情勢 に 対応 する た め に 、 単 に 生産 年 齢 人 口 を 維持 する 
だ け で な く 、 本 市 の 将来 を 託 せ る 新た な 価値 観 に 敏感 な 若い 人 材 を 発掘 する 必要 が ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 
新た な 価値 観 を も っ た 人 材 に より 市 民 に 新た な 価値 を 提供 で きる 地域 エネ ルギー 会 社 を 設 
立 す る こと に より 、 単 に 再 エ ネ に よる 電力 の 地産 地 消 を 実現 する だ け で な く 、 こ れ ま で 域外 
流出 し て いた エネ ルギー 代金 が 地域 内 循環 する こと で 生ま れる 利益 か ら 新た な 市 民 サ ービス 
を 提供 する 等 、 地 域 経済 の 更 な る 活性 化 や 雇用 の 確保 を 図る 。 


KP! ( 還 要 業績 評価 指標 ) 
指標 :【 課 題 1 】 市 内 の エネ ルギー (電気 ) 域外 流出 抑制 額 


現在 ( 令 和 3 年 度 ) : 0 百 万 円 最終 年 度 ( 令 和 12 年 度 ) : 266. 6 百 万 円 
KPI 設定 根拠 先行 地域 の 取組 みや エネ ルギー 会 社 の 設立 に より 、 電 力 の 地産 地 消 が 


進み 市 外 へ の エネ ルギー (電気 ) 流出 額 を 抑制 で きる と 見 込ま れる た め 


KPI 改善 根拠 ・ 方 先行 地域 内 の 脱 誠 素 化 施策 を 確実 に 実施 する だ け で な く 、 設 立 予 定 の 
法 地域 エネ ルギー 会 社 が 先行 地域 外 に お いて も 脱 炭 素 化 事業 が 実施 可能 な 
体制 を 構築 する 。 


(地域 経済 ) 


【 課 題 2 】 地域 固有 の 課題 
本 市 に は 、 北 条 地 区 (都市 核 ) と 九 会 北部 地区 ( 副 都 市 核 ) の 2 か 所 、 住 居 系 の 市 街 化 区 
域 が 存在 する 。 北条 地区 は 、 基 幹 病院 ・ 市 役所 ・ 大 型 商業 施設 等 の 主要 施設 が 多く 存在 し 、 
その 人 口 は ここ 10 年 間 ほ ぼ 増 減 が 無い 。 一 方 、 九 会 北部 地区 は 、 本 市 の 「 副 都市 核 」 と し 
て 、 ま ちの 活性 化 が 期待 され て いた も の の 、 北 条 地 区 と 比べ ここ 10 年 間 で 人 口 は 約 1096 減 
少し て いる 。 九 会 北部 地区 の 活性 化 は 、 市 全域 の 均衡 ある 発展 に は 不可 欠 で あり 、 本 市 に と 
っ て 重要 な 課題 と な っ て いる 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 
宮木 3 町 を 中 心 と し た 九 会 北部 地区 に お いて 、 脱 大 素 の 視点 を 取り 入れ た 次 世代 型 スマ ー 
ト タ ウ ン の 新規 開発 を 含め て この エリ ア の 在り 方 に つい て 地域 住民 と 検討 を 開始 し た 。 こ の 
地域 で 、 タ ー ゲ ッ ト と する 子育て 世代 の 定住 促進 を 強化 する こと で 、 加 西南 部 地域 の 活性 化 
を 図る 。 
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KP ! ( 還 要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 【 課 題 2 】 宮木 3 町 の 生産 年 齢 人 口 回 復 率 


現在 ( 令 和 3 年度 ) : 0% 最終 年 度 ( 令 和 12 年 度 ) : 8.09%6 
KPI 設定 根拠 人 口 推計 で は 、 令 和 12 年 度 末 の 生産 年 齢 人 口 は 263 人 まで 減少 する と 


見 込ま れる 。 総 合計 画 が 設定 し た 12 年 度 の 本 市 の 生産 年 齢 人 口 目標 値 を 
参考 に 、 宮 木 3 町 の 生産 年 齢 人 口 の 目標 値 を 設定 する と 284 人 と な る 。 
な お 、 回 復 率 は 以下 の と お り 定 義 し た 。 

・ 回 復 率 三 ( 目 標 値 - 人 口 推計 値 )/ 人 口 推計 値 三 (284-263) /263 三 8.09% 


KPI 改善 根拠 ・ 方 ター ゲッ ト と し て いる 子育て 世代 の ニー ズ を 十分 に 把握 し た うえ で 、 
法 宮木 3 町 の まち づく り 構 想 を 官民 連携 (まち づく り 協 議会 の 開催 等 ) で 
二 定 ・ 実 施す る 。 


(暮らし の 質 の 向上 ) 


【 課 題 3 】 地域 固有 の 課題 


本 市 の 空き 家 率 は 20 年 前 と 比べ 59% 以 上 増加 し て お り 、 空 き 家 総 数 も 20 年 前 の 約 2 倍 に 
な っ て いる 。 近年 、 空 き 家 の 増 加 に よる 防災 ・ 防 犯 ・ 安 全 ・ 環 境 ・ 景 観 の 阻害 等 多く の 問題 
が 生じ て お り 、 そ の 対応 が 急務 と な っ て いる 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 


空き 家 を リフ ォ ー ム する 際 、 断 熱性 能 の 高い 住宅 に リフ ォ ー ム する こと は 住宅 で 消費 する 
1 次 エネ ルギー が 低減 する た め 脱 炭素 化 に 寄与 する 。 加 えて 、 住 宅 全体 が 年 間 通 じ て 暮 らし 
や すい 温度 に 保 た れる こと で 住 環境 が 快適 に な り 、 暮 らし の 質 が 向上 する 。 


KP 1 (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 :【 課 題 3】 空き 家 リ フォ ー ム 補助 件 数 


現在 ( 令 和 3 年度 ) : 7 件 最終 年 度 ( 令 和 12 年 度 ) : 20 件 


KPI 設定 根拠 補助 件 数 に より 断熱 リフ ォ ー ム の 実施 件 数 を ほぼ 把握 可能 で あり 、 補 
助 件 数 の 増加 に より 住宅 の 1 次 エネ ルギー 消費 の 削減 が 見 込ま れる 。 


KPI 改善 根拠 ・ 方 現在 、 空 き 家 対策 担当 課 が 実施 し て いる 空き 家 リ フォ ー ム 補助 に 、 新 
法 設 予定 の 脱 炭 素 化 促進 の 断熱 リフ ォ ー ム 補助 を 併用 する こと に よっ て 実 
効 性 を 高め る 。 特 に 、 先 行 地域 の 宮木 3 町 で は 経済 イン セン ティ ブ を 活 
用 し た ナッ ジ 手 法 を 用 いて 既存 住宅 の 断熱 リフ ォ ー ム 補助 の 促進 を 実施 
する 。 
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(防災 ) 


【 課 題 4 】 地域 固有 の 課題 


本 市 に は 日 本 有数 の 活 断 層 が 縦断 し て お り 、N8.0 規模 の 地震 が 発生 し 震度 7 相当 の 揺れ が 
本 市 全域 で 起こ る と 想定 され て いる 。 市 内 全域 に 点 在 す る 避難 施設 の レジ リエ ンス 強化 が 重 
要 な 課題 で ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 


災害 時 に 備え て 避難 所 に 指定 し て いる 公共 施設 に 、 自 立 分 散 型 の 電源 (太陽 光 発 電設 備 及 
び 蓄 電池 ) を 設置 する こと で 、 市 民 が 安心 し て 暮らせ る 環境 を 提供 し 、 防 災 効 果 の 向上 を 図 
る 。 


KP! (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 :【 課 題 4】 避 難所 へ の 自家 消費 型 再生 可能 エネ ルギー 及び 蓄電 池 の 導入 量 避 難所 へ の 自 
家 消費 型 再生 可能 エネ ルギー 及び 鞭 電池 の 導入 量 


現在 ( 令 和 3 年 度 ) : 最終 年 度 ( 令 和 12 年 度 ) : 
太陽 光 発電 0.2MW、 蓄 電池 0.2MWh 太陽 光 発電 3. 6MW、 蓄 電池 3. 4MWh 
KPI 設定 根拠 市 内 に 点 在 する 避難 所 に 自家 消費 型 再 エネ と 蓄電 池 を 導入 する こと で 


全 住 民 の レジ リエ ンス 強化 が 見 込ま れる た め 。 


KPI 改善 根拠 ・ 方 市 内 に 点 在 する 避難 所 を 含む 全て の 市 公共 施設 を 対象 に 、 太 陽光 発電 
法 設備 及び 蓄電 池 を 設置 する 。 


(暮らし の 質 の 向上 ) 


【 課 題 5】 地 域 固 有 の 課題 


本 市 で は 一 定 の 生活 水準 を 求め た 場合 、 自 動車 の 取得 が 不可 欠 に な る 。 今後 更 な る 高齢 化 
に より 運転 が で き な い 高齢 者 が 増加 する 。 生 涯 豊か で 楽し い 老 後生 活 を 提供 する た め に 、 気 
軽 に 外出 で きる 利便 性 の 高い 公共 交通 網 を 整備 する こと が 重要 で ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 


利便 性 の 高い 公共 交通 の 導入 に より 、 特 に 高齢 者 の 自動 車 利 用 か ら 公 共 交 通 利用 へ の 転換 
が 促進 され る こと で 温室 効果 ガス 排出 量 が 削減 で きる だ け で な く 、 生 活 維 持 以外 を 目的 と す 
る 外出 が 増加 する こと で 豊か で 楽し い 老 後生 活 を 送る こと が で きる 。 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 :【 課 題 5】 コミ バス 等 利用 者 数 


現在 ( 令 和 3 年 度 ) : 14 千 人 最終 年 度 ( 令 和 12 年 度 ) : 47 千 人 
KPI 設定 根拠 コミ バス や 地域 主体 型 交通 の 利用 者 数 が 増 思 する こと で 、 自 家用 自動 


車 か ら 公共 交通 へ の 転換 の 度合 い を 測る こと が で きる た め 。 


KPI 改善 根拠 ・ 方 公共 交通 担当 課 と 連携 し て 配車 アプ リ の 活用 な どの 施策 に より 公共 交 
法 通 の 利用 促進 を 図る 。 
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2.7 他 地 域 へ の 展開 


① 類 似 市 区 町 村 へ の 拡大 

【 モ デル 性 (展開 可能 性 の ある 類似 地域 ) 】 

・ 環境 省 の 調査 (H28 年 家庭 か ら の C02 の 推計 に 係る 実地 調査 ) に よる と 、 集 合 住宅 と 比べ 戸 建 
て 住宅 の 二酸化 炭素 排出 量 が 多い 傾向 が ある と 報告 され て いる 。 兵 庫 県 内 の 戸 建 率 を みる 
と 、 戸 建 率 809%% 以 上 の 市 町 が 約 半数 、 戸 建 率 709% 以 上 の 市 町 は 約 7 割 に も の ぼる が 、 本 市 
( 戸 建 率 80.09%%) の よう な 戸 建 率 が 高く 小 規模 中 心 市 街 地 を 核 に 農山 村 が 広がる 地方 都市 
は 、 兵 庫 県 内 だ け で な く 全 国 に 多く 存在 する と 考え られ 、 高 い モ デル 性 を 有する 。 

・2030 年 代 に は 、 車 載 用 蓄電 池 が 寿命 を 迎え 大 量 廃棄 され る こと が 想定 され る 。 こ の 度 、 日 本 
屈指 の 大 企業 で ある トヨ タ と パナ ソニ ッ ク が 設立 し た 本 市 に 拠点 を 持つ PPES が 、 共 同 提案 者 
と し て 、 車 載 用 蓄電 池 を 定置 用 に 転用 し た リユース 蓄電 池 を 活用 し 、 エ ネル ギー の 地産 地 消 
を 目指 すこ と で 、 車 載 用 蓄電 池 の リ ユー ス 促 進 に よる 循環 型 社会 の 構築 が 期待 で きる 。 


【 波 及 効 果 ・ ア ナウ ンス 効果 ・ 類 似 地 域 へ の 展開 に 向け た 具体 策 】 

・ 本 市 は 、「 播 磨 圏 域 連 携 中 枢 都市 圏 」(7 市 8 町 ) 及び 北 播磨 広域 定住 自立 圏 3 市 1 町 ) の 
2 つの 広域 連携 に 参画 し て お り 、 本 市 の 取組 を 波及 ・ ア ナウ ンス する 際 、 こ の 枠組 み を 活用 
する こと が 可能 で ある 。 な お 、 こ れ ら の 枠組 み に 参 画 し て いる 市 町 の ほとん ど が 戸 建 率 70% 
以上 で あり 、 本 市 と 類似 性 が 高い 。 

・ 今年 4 月 開業 し た 、 実 物 大 レプ リカ の 戦闘 機 「 紫 電 改 」 が 展示 され る 加西 市 地域 活性 化 拠点 
施設 sora か さい に は 、 全 国 か ら 多 く の 観 光 客 (7 月 末 ま で の 4 か 月 間 で 44,000 人 ・P5 参 
照 ) が 訪れ て いる 。 こ の 施設 は 、 平 和 学 習 の 場 と し て も 活用 され 、 市 内 だ け で な く 市 外 ・ 県 
外 か ら も 修学 旅行 等 で 多く の 児童 等 が 来訪 し て いる (P5 参照 ) 。 

この 施設 を 脱 炭 素 化 の 普及 啓発 拠点 と し て 位置 付け 、 加 えて 、 再 エネ 1009% の グリ スロ に 乗 
っ て 遺跡 群 の 周遊 体験 を し て も ら う こと で 、 更 な る アナ ウン ス 効 果 が 期待 で きる 。 


② 市 内 その 他 の 地域 へ の 拡大 

【 市 内 へ の 波及 効果 ・ ア ナウ ンス 効果 (市 内 へ の 展開 に 向け た 具体 策 ) 】 

・ 本 市 に は 、 団 塊 の 世代 向け に 開発 され た 戸 建 住 宅 で 形成 され る 住宅 団地 (例え ば 、500 以上 の 
世帯 が 戸建て に 居住 する 「 加 西 ハ イツ 」 な ど ) が 多く 存在 する こと か ら 、 先 行 地域 の 取組 は 本 
市 内 の 全 エ リア に 展開 可能 で ある 。 

・ 市 民 へ の 普及 啓発 を 目的 に 、 市 は 、 先 行 地域 内 の 既存 住宅 1 戸 を 脱 炭 素 化 し た モデ ル ハ ウス に 
リフ ォ ー ム し 、 そ れ を 拠点 に 、 先 行 地域 で の 取組 実績 を 確実 に 積み 上 げ る こと に より 、 そ の 他 
地域 へ の 脱 炭 素 ド ミノ を 実現 する も の で ある 。 


その 他 
0.1% 


【 戸 建 住宅 】 Coz 排 出 量 (t-coz/ 人 ・ 年 ) 【 集 合 住宅 】 coz 排 出 量 (tcoz/ 人 ・ 年 
00 10 20 30 00 10 20 3 


ヽ ン 


H30 住宅 土地 統計 (総務 省 ) H28 年 家庭 か ら の CO02 の 推計 に 係る 実地 調査 (環境 省 ) 
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3. 実施 スケ ジュ ー ル 等 
3.1 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 


【 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 】 


ぐ 民 生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 実質 ゼロ > 

(取組 全体 ) 

・ サ ステ ィ ナ ブル タウ ン 九 会 に お いて 、 ス マー ト グ リ ッ ド (公共 施設 と 次 世代 スマ ー ト タウ ン ) 
内 や 既存 住宅 に 、 た め 池 ソー ラー か ら 電 力 を 供給 する こと で 再 エ ネ 電 力 の 地産 地 消 を 実現 す 
る 。 ま た 、 既 存 住宅 の 省 創 落 エネ も 同時 に 推進 する 。 

・ 市 役所 周辺 の 隣接 公共 施設 を スマ ー ト グリ ッ ド 化し 再 エ ネ 電 力 の 地産 地 消 を 実現 する 。 ま た 、 
同時 に 新設 病院 を ZEB 化す る 。 

・ 市 遊休 地 や 施設 の 屋根 等 に 太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 を 設置 し 、 全 て の 市 公共 施設 の 脱 炭 素 化 を 
図る 。 


( 九 会 北部 地区 スマ ー ト グリ ッ ド ) 

取組 ①  : 令 和 6 年 度 か ら 、 公 共 施 設 の み を 対象 に マイ クロ グリ ッ ド 化し 運用 を 開始 する 。 そ 
の 後 は 、 次 世代 スマ ー ト タウ ン の 開発 に 合わ せ 随 時 、 マ イク ログ リッ ド の 範囲 を ス 
マー ト タ ウ ン 内 に 拡大 する 。 


(次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン ) 
取組 ②  : 用 地 買収 含む 地元 調整 、 実 施 計画 や 開発 手続 を 経た の ち 、2 期 に 分 け て 区 画 分 譲 
(1 期 20 戸 x2 回 三 40 戸 ) を 実施 する 。 分 譲 開始 時 期 は 、 1 期 は 令 和 7 年 頃 、 2 
期 は 令 和 9 年 頃 を 予定 し て いる 。 


(既存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭 素 化 ) 

取組 ③  : 令 和 5 年 度 か ら 省 創 将 エネ を 推進 する た め 、 断 熱 リ フォ ー ム 補助 や 太陽 光 発 電設 
備 ・ 蓄 電池 ・V2H 充 放 電設 備 設置 補助 を 実施 する 。 同 時 に 、 地 域 エ ネル ギー 会 社 か 
ら の 再 エ ネ 電 力 を 供給 する こと で 、 脱 炭素 化 を 実現 する 。 


(加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 、 加 西 病院 ZEB 化 ) 

取組 ④  : 令 和 5 年 度 か ら 、 病 院 以外 を 対象 に スマ ー ト グリ ッ ド 化し 運用 を 開始 する 。 令 和 6 
年 か ら 7 年 以 か け て 、 病 院 の 建て 替え に 合わ せ 病 院 の ZEB 化 を 図り 、 令 和 9 年 度 病 
院 敷地 内 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し 、 病 院 含 め た 全 4 施設 で 運用 を 開始 する 予定 で 
ある 。 


(全て の 市 公共 施設 の 脱 炭 素 化 ) 
取組 ⑤  : 令 和 7 年 度 か ら 、 残 り 全 て の 市 公共 施設 の 脱 炭 素 化 を 図る た め 、 市 遊休 地 や 施設 の 
屋根 等 に 太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 を 設置 し 、 随 時 運用 を 開始 する 。 


(地域 エネ ルギー 会 社 の 設立 ) 
取組 ⑥  : 令 和 5 年 度 末 の 会 社 設立 に 向け て 加西 市 再生 可能 エネ ルギー 地産 地 消 推進 検討 会 
(P42 参照 ) で 会 社 の 在り 方 等 を 協議 し 、 令 和 6 年 度 中 頃 で の 事業 開始 を 予定 し て い 
る 。 
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ぐ 民 生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 > 
(コミ バス ・ 公 用 車 の EV 化 ) 
取組 ⑦  : 令 和 4 年 度 か ら 令 和 12 年 度 末 まで に 、 EV コミ バス 3 台 、EV 公用 車 11 台 導 入 する 。 


( 再 エ ネ 100% の EV ステ ーション 整備 ) 
取組 ⑧  : 令 和 4 年 度 か ら 令 和 8 年 度 示 まで に 、 市 内 各所 に 急速 充電 ステ ーション を 計 10 台 
導入 し 、 令 和 12 年 度 末 まで に 、 再 エネ 1009% 電 力 を 提供 で きる よう に する 。 


(グリ ー ン スロ ー モ ビリ ティ 、 再 エネ 1009% 街 路灯 の 導入 ) 
取組 ⑨  : 令 和 5 年 度 、 グ リー ンス ロー モビ リティ 1 台 及 び 再 エネ 1009%6LED 街路 灯 160 基 導 
入 す る 。 


(ナッ ジ メ * 経 済 イ ン セ ン テ ィ ブ (デジ タル 通貨 ) を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 の 実施 ) 
取組 ⑩  : 令 和 6 年 度 以降 、 宮 木 S 町 を 対象 に 、 加 西 市 の 地域 通貨 (ね ちっ ぴーpay) を 活用 し 
た 環境 行動 変容 促進 事業 を 実施 する 。 


【 ス ケ ジ ュ ー ル 】 
令 和 6 | 令 和 7 | 令 | 令 和 9 | 令 和 10 | 令 和 11 | 令 和 12 
年 度 | 年 度 | 年度 | 年 度 | 年度 | 年度 | 年 度 (最終 年 度 


取組 ① 九 会 北部 地区 スマ ー ト グリ ッ ド 


取組 の 次 世代 型 スマ ー ト タウ ン の 開発 
1 期 20 戸 (設計 ・ 造 成分 議 ) > |2 期 20 戸 (設計 ・ 人 造成 ・ 分 議 
ZEH+ 補 助 > 
| 取組 既存 住宅 (宮木 3 町 ) の 脱 炭素 化 
| に i ト グ リ ッ ド 、 加 西 病院 ZEB 化 | | | 


取組 全て の 市 公共 施設 の 脱 過 
| 設備 導入 > 
EE 地域 エネ ルギー | 
取組 ⑦ コミ バス ・ 公 用 車 の EV 化 
as ea Ee 


| | 組 ® グリ ー ンス ロー モビ リティ 、 再 エネ 10094 街 路灯 の 導入 の 導入 
| EE 再 エ ネ 10096 電 力 の 供給 


| 取組 ⑩ ナッ ジ >x 経済 イン セン ティ ブ ( デ ジタル 通貨 ) を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 の 実施 


政 き V 寸 層 モ り 十 ヘコ ゴ 寺 


民 
生 
部 
門 
の 
カ 
消 
費 
に 
伴 
う 

C 

0 

2 

排 
出 
実 
質 
ゼ 
ロ 
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3.2 直近 5 年 間 で 実施 する 具体 的 取組 等 


【 直 近 5 年 で 実施 する 取組 】 


年 度 


取組 概要 


令 和 4 年 度 


取組 ② 


取組 ⑥ : 
取組 ⑦ : 
取組 ⑧ : 


: 土地 取得 交渉 や 住民 懇談 会 な どの 地元 調整 、 
開発 手続 き の 実 施 、 住 宅 団地 の 構想 協議 

市 内 企業 を 中 心 に 検討 会 構成 員 を 募集 、 検 討 会 発足 
EV 公用 車 3 台 導入 

EV ステ ーション 2 台 導入 


令 和 5 年 度 


取組 ② : 


取組 ③ : 
取組 ④ : 
取組 ⑥ : 
取組 ⑧ : 
取組 ⑨ : 


住民 懇談 会 な どの 地元 調整 、 開 発 手 続き の 実施 、 住 宅 団地 の 構想 策 
定 、 構 想 を 基 に 実施 計画 策定 (開発 手法 や 開発 事業 者 選定 ) 

省 創 落 エ ネ 促 進 補助 の 実施 

太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 の 設置 、 病 院 以外 を 対象 に 自営 線 敷設 
会 社 設立 に 向け た 具体 的 検討 、 年 度 末 目 途 で 会 社 設立 

EV ステ ーション 2 台 導 入 

グリ ー ン スロ ー モ ビリ ティ 1 台 導 入 、 再 エネ 10096LED 街路 灯 160 期 
導入 


令 和 6 年 度 


取組 ① : 


取組 ② : 
取組 ③ : 


取組 ④ : 


取組 ⑥ : 
取組 ⑧ : 


取組 ⑨ : 
取組 ⑩ : 


太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 を 設置 、 公 共 施 設 を 対象 に 自営 線 敷 設 、 
スマ ー ト グリ ッ ド 完成 後 、 対 象 範囲 で 運用 開始 

開発 事業 者 に よる 1 期 設計 ・ 造 成 

省 創 落 エ ネ 促 進 補助 の 実施 、 

地域 エネ ルギー 会 社 に よる 再 エ ネ 電 力 供給 開始 

スマ ー ト グリ ッ ド 完成 後 、 対 象 範囲 で 運用 開始 、 

病院 の ZEB 化 実施 

事業 開始 (電源 開発 ・ 再 エネ 供給 等 ) 準備 、 年 度 内 に 事業 開始 
EV ステ ーション 2 台 導 入 、 

地域 エネ ルギー 会 社 に よる 再 エ ネ 電 力 供 給 開始 

地域 エネ ルギー 会 社 に よる 再 エ ネ 電 力 供給 開始 

ナッ ジミ 経済 イン セン ティ ブ に よる 環境 行動 変容 促進 事業 の 実施 
(宮木 3 町 を 対象 に 補助 金 等 を デジ タル 通貨 で 支給 する 等 ) 


令 和 7 年 度 


取組 ① : 


取組 ② : 
取組 ③ : 


取組 ④ : 
取組 ⑤ : 
取組 ⑧ : 
取組 ⑩ : 


次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン 1 期 区 画 へ 自営 線 敷設 、 

住宅 建築 者 へ の 再 エ ネ 電 力 供給 

開発 事業 者 に よる 1 期 分 譲 開始 、 住 宅 建築 者 へ の ZEH 十 補助 の 実施 
省 創 落 エネ 促進 補助 の 実施 、 

地域 エネ ルギー 会 社 に よる 再 エ ネ 電 力 供 給 

病院 の ZEB 化 実施 

市 公共 施設 に 太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 を 設置 、 運 用 開始 

EV ステ ーション 2 台 導 入 

ナッ ジミ 経済 イン セン ティ ブ に よる 環境 行動 変容 促進 事業 の 実施 
(宮木 3 町 を 対象 に 補助 金 等 を デジ タル 通貨 で 支給 する 等 ) 


令 和 8 年 度 


取組 ② : 


開発 事業 者 に よる 1 期 分 譲 、 住 宅 建築 者 へ の ZEH 十 補助 の 実施 、 
開発 事業 者 に よる 2 期 設計 ・ 人 造成 
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取組 ③ : 省 創 著 エ ネ 促 進 補助 の 実施 、 
地域 エネ ルギー 会 社 に よる 再 エ ネ 電 力 供給 

取組 ⑤ : 市 公共 施設 に 太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 を 設置 、 運 用 開始 

取組 ⑦ : EV 公用 車 1 人 台 導 入 、 コ ミ バ ス 1 台 導 入 

取組 ⑧ : EV ステ ーション 2 人 台 導 入 

取組 ⑩ : ナッ ジ 経済 イ ン セ ン テ ィ ブ に よる 環境 行動 変容 促進 事業 の 実施 
(宮木 3 町 を 対象 に 補助 金 等 を デジ タル 通貨 で 支給 する 等 ) 


令 和 9 て 12 | 取組 ① : 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン 2 期 区 画 へ 自営 線 敷設 、 

年 度 住宅 建築 者 に 再 エネ 電力 供給 

取組 ② : 開発 事業 者 に よる 2 期 分 譲 開始 、 住 宅 建築 者 へ の ZEH 十 補助 の 実施 
開発 事業 者 に よる 2 期 設計 ・ 造 成 

取組 ③ : 省 創 著 エ ネ 促 進 補助 の 実施 、 
地域 エネ ルギー 会 社 に よる 再 エ ネ 電 力 供給 

取組 ④ : 病院 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 、 
病院 も 含め て マイ クロ グリ ッ ド 化し た 運用 開始 

取組 ⑤ : 市 公共 施設 に 太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 を 設置 、 運 用 開始 

取組 ⑦ : EV 公用 車 7 台 導 入 、 コ ミ バ ス 2 台 導入 

取組 ⑩ : ナッ ジ 経済 イン セン ティ ブ に よる 環境 行動 変容 促進 事業 の 拡大 
(市 内 全域 に お いて 、 補 助 金 等 を デジ タル 通貨 で 支給 する 等 ) 


【 6 年 目 以降 事業 最終 年 度 の 取組 ・ 方 針 】 
・ 取組 ①④⑤ は 、 安 定 的 且つ 効率 的 な スマ ー ト グリ ッ ド 等 の 運営 を 目指 す 。 
・ 取組 ② は 、 若 年 層 か ら 継 続 的 に 支持 され る よう な 住宅 団地 に 作り 上 げ る こと を 目指 す 。 


・ 既存 住宅 (宮木 3 町 ) で の 脱 炭 素 化 を 早期 に 実現 する た め に は 、 密 接 に 関連 する 取組 ③ と ⑨ 


の 施策 を 総合 的 に 評価 し 、 継 続 的 に 取組 改善 を する 必要 が ある 。 


・ 取組 ⑥ は 、 経 営 / ウ ハウ を 内 製 化し 、 地 域 人 材 の 質 的 向上 を 図り 、 積 極 的 に 市 行政 と 連携 し 


市 施策 の 一 役 担 える 存在 に な る こと を 目指 す 。 


・ 取組 ⑦~ こ ⑨ は 年 次 計画 どおり 設備 等 の 導入 を 行う 。 ま た 、 早 期 に 地域 エネ ルギー 会 社 か ら の 


再 エ ネ 電 力 を 供給 で きる よう に する 。 


【 計 画 期間 後 も 脱 大 素 効果 を 継続 する た め の 方 針 等 】 


今回 の 提案 で は 、 市 公共 施設 と 一 部 の 住宅 エリ ア を 対象 と し 、 ほ ぼ 明 確 に 需要 供給 が 見 込ま 
れる 状況 で 地域 エネ ルギー 会 社 を 設置 する 予定 で ある 。 計 画 期 間 中 に 、 そ の 経営 基盤 を 確立 す 


る だ け で な く 、 行 政 施策 と の 連携 体制 も 強化 し 、 計 画 期間 後 は 、 更 な る 電力 供給 の 拡大 を 図る 
こと を 目標 と する 。 
また 、 計 画 期 間 後 は 、 市 内 に 大 量 に 存在 する 産業 用 FIT 電源 が 順次 卒 FIT 化す る 時 期 と 重 な 


る 。 今後 、 地 域 エ ネル ギー 会 社 と 市 役所 が 密 に 連携 する こと で 、 地 産 電源 の 域内 活用 に つなげ 


て いく 必要 が ある 。 
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4. 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 等 
4.1 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 


【 各 主体 の 役割 】 


〇 本 市 
・ 本 市 の 脱 炭 素 及 び エ ネル ギー 施策 の 方 針 を 示し 、 先 行 地域 の 事業 推進 を 総括 する 。 ま た 、 事 


業 推進 に あたっ て 、 市 内 外 問わ ず 事 業 の 各 関 係 者 と の 連絡 調整 や 合意 形成 を 主体 的 に 行う だ 
け で な く 、 住 民 等 の 脱 炭 素 に 資す る 行動 を 促す た め に 効果 的 な 行政 施策 (補助 制度 の 創設 、 
ナッ ジ を 活用 し た 普及 啓発 等 ) を 立案 し 、 施 策 展開 する 。 ま た 、 地 域 エ ネル ギー 会 社 の 設立 
に 向け 、 意欲 ある 関係 者 を 集い 主体 的 に その 在り 方 を 出資 含め て 検討 する 。 


O 〇 民間 事業 者 

く プ ライ ム プ ラ ネ ッ ト エナ ジー& ソ リュ ーション ズ 株 式 会 社 (以下 「PPES」) > 

・PPES は 、 本 市 に 関西 本 社 を 持つ トヨ タ と パナ ソニ ッ ク の 合弁 会 社 で 、 プ リウ ス 等 の 車載 用 蓄 
電池 を 製造 し て お り 、 今 回 の 共同 提案 者 で も ある 。 本 市 と PPES は 令 和 4 年 4 月 、 本 市 の 活性 
化 と 脱 炭 素 化 に 向け た 取組 を 連携 し て 実施 する 旨 の 包括 連携 協定 を 締結 し た 。PPES は 、 和 将来 
の 車載 用 蓄電 池 の 大 量 廃棄 時 代 に 備え 、 車 載 用 蓄電 池 の リ ユー ス 用 途 と し て 定置 用 蓄電 池 へ 
の 転用 を 検討 開発 し て いる が 、 今 回 の 提案 で は 、 包 括 連 携 事業 の 一 環 と し て 、 加 西 市 の 公共 
施設 や 住宅 に お いて 、 車 載 用 か ら 定 置 転用 し た 蓄電 池 を 活用 し 、 エ ネル ギー の 地産 地 消 を 図 


り ま す 。 


会 社名 プラ イム プラネット エナ ジー& ソ リュ ーション ズ 株 式 会 社 
ci (Prime Planet Energy & Solutions, Inc.) 
代表 取締 役 社長 好 田 博昭 
東京 本 社 東京 都 中 央 区 日 本 橋 室町 二 丁 目 1 番 1 号 


本 社 所 在 地 (日 本 橋 三 井 タリ ー13 階 ) [ 
関西 本 社 兵庫 県 加西 市 鎮 岩 町 194 番 地 4 sp テテ 
設立 2020 年 4 月 1 日 me 


トヨ タ 自 動車 株 式 会 社 51% 
株 主 構成 パナ ソニック 株 式 会 社 。 49% 
車載 用 高 容量 ・ 高 出力 角形 リチウム イオ ン ツ 電 池 の 開 発 ・ 製 造 ・ 販 売 
上 記 以 外 の 車載 用 次 世代 電池 (新原 理 に よる も の を 含む ) の 開発 ・ 製 造 ・ 販 売 


その 他 付 帯 ・ 関 連 事 業 
従業 員数 約 8.000 人 (正社員 約 5.900 人 : 含 、 中 国 子会社 2.600 人 ) 
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〇 需要 家 (公共 施設 9 9 施設 、 住宅 2 4 0 戸 ) 

公共 施設 > 

・ 対象 の 公共 施設 は 、 全 て 市 長 の 管理 範囲 で ある た め エ ネル ギー の 一 元 管理 は 十分 可能 で あ 
り 、 既 に 店 内 合議 済 で ある 。 

< 住宅 > 

・ 次 世代 型 ス マー ト タ ウ ン の 番 要 家 は 、ZEH 十 の 新築 住宅 を 建築 し 、 地 域 新 電力 の 再 エ ネ 100% 
の 電気 を 購入 する 。 

・ 既存 住宅 の 需要 家 は 、 補 助 金 を 活用 し 、 断 熱 改 修 や 省エネ 家電 の 買 換え 等 の 省エネ 対策 や 太 
陽光 発電 設備 ・ 蓄 電池 を 設置 する 創 蓄 エ ネ 対 策 を 実施 する 。 ま た 、 地 域 新 電力 の 再 エ ネ 
1009%% の 電気 を 購入 する 。 


〇 パー トナ ー 事 業者 (事業 者 選定 で 決定 予定 ) 

・ 市 と の 共同 出資 に より 地域 エネ ルギー 会 社 を 設立 し 、 小 売 電気 事業 等 の 実施 及び 市 内 再 エ ネ 
導入 ・ 利 活用 事業 を 市 と 共に 検討 企画 する 。 

・ 事業 者 選定 に より 、 会 社 の 運営 能力 だ け で な く 、 電 力 供給 ・ 需 給 管理 調整 ・ 再 エネ 電源 開 
発 ・ 再 エネ 電力 調達 ・ エ ネル ギー マネ ジメント の 取組 を 実行 で きる 能力 が ある か どう か 判断 
する 。 な お 事業 者 選定 に あたっ て は 、 学 識者 実務 家 な どか ら 構 成 され る 選定 委員 会 に より 選 
考 する 。 


画 事 業者 選定 スケ ジュ ー ル 


時 期 
令 和 5 年 


2 月 | 参加 資格 確認 申請 の 受付 
6 月 | 事業 者 決定 


〇 地域 エネ ルギー 会 社 (( 仮 ) 加西 市 地域 エネ ルギー 会 社 ) 

・ この 会 社 は 、 エ ネル ギー の 地産 地 消 モデ ル を 普及 させ 市 内 の 温室 効果 ガス 削減 に 資す る こと 
を 目的 と し て 設立 する 。 具体 的 に は 、 市 遊休 地 等 に 太陽 光 発 設備 を 設置 し 再 エ ネ 電 源 を 開発 
(PPA 事業 等 ) する こと 等 に よっ て 市 内 外 の 再 エ ネ を 調達 し 、 蓄 電池 等 を 活用 し た エネ ル ギ 
ー マ ネ ジメント の 取組 み を 進め る こと で 、 先 ず は 先行 地域 内 の 脱 炭 素 化 を 図る 。 そ の 後 は 、 
更 な る 再 エ ネ 電 源 開 発 や 市 内 外 の 再 エ ネ 調 達 量 を 増やす こと で 、 先 行 地 域外 の 市 内 住民 ・ 企 
業 の 需要 家 を 拡大 し 、 一 層 の 脱 大 素 化 を 目指 す 。 な お 、 将 来 的 に は 、 そ の 利益 を 基 に 市 民生 
活 に 寄与 する サー ビス を 提供 する こと を 目指 す 。 


O 金 融 機関 (積み な と 銀行 他 ) 

・ エ ネル ギー の 地産 地 消 と 地域 経済 循環 を 同時 に 実現 する こと を 目的 に 、 地 域 エ ネル ギー 会 社 
の 設立 運営 に 積極 的 に 関与 (出資 ・ 融 資 ・ 事 業 計画 の 管理 等 ) する こと を 検討 する 。 

・ 各 需要 家 へ の 脱 炭 素 化 を 促進 する 施策 (新た な 融資 制度 等 ) を 、 市 と と も に 検討 企画 する 。 


O 送 配電 事業 者 (関西 電力 送 配電 帆 ) 
・ 送 電網 の 維持 管理 を 実施 し 、 電 力 の 安定 供給 を 支え る と と も に 、 地 域 エ ネル ギー 会 社 か ら の 
系 統 連 系 等 の 要望 に 対し て で きる 限り 応じ る こと 。 
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【 関 係 者 と の 連携 体制 】 


加西 市 PPES 他 


※ 主 に 市 内 民間 事業 者 


送 配電 事業 者 | | EN 
、 | 出資 ・ 技 術 支援 等 | 業務 委託 | 


全て の 市 の 公共 施設 


| 


連携 | 
( 仮 ) 加 西 市 市 民 ・ 市 内 企業 等 
es 地域 エネ ルギー 会 社 [て] | 。| 。※ 先 行 地域 か ら 随時 拡大 
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= ニー 出資 ・ 融 資 ・ 技 術 支 


| 金融 機関 パー トナ ー 事 業者 


市 遊休 地 等 の 太陽 光 発 電設 備 
※ 地 域 エ ネル ギー 会 社 が 開発 


新た な 環境 政策 、 
市 民 サ ービス 等 


※ み な と 銀行 等 ※ 電 源 開 発 (PPA 等 )・ 電 力 小売 の 支援 


PPA 事業 者 、 地 域 新 電力 、 再 エネ 発電 事業 者 、 金 融 機関 、 送 配電 事業 者 糸 等 と の 合意 状況 
※ 下 記 の 連携 主体 名 は 加西 市 版 に 修正 し て いる 。 


主体 調整 ・ 協 議 内 容 調整 状況 (合意 形成 状況 ・ 設 立 準備 状況 ) 
. 事業 者 選定 に 向け た 準備 作 | 口 選定 済 選定 中 ( 社 興味 あり ) 
症 今後 選定 開始 (信和 5 年 1 月 予定 ) 
(既存 の 場合 ) ロロ 合意 済 口 協議 中 
地域 エネ ルギー 会 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
社 (新設 の 場合 ) 設立 済 画 関 係 者 と 調整 中 
設立 体制 の 検討 体制 検討 中 ( 年 月 予定 ) 
aa | 地域 エネ ルギー 会 社 設 立 に | 口 合意 済 本 協議 中 
向け た 検 計 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
系 統 連 系 の 調整 合意 済 画 協 議 中 
送 配電 事業 者 ロロ 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 
地域 エネ ルギー 会 社 へ の 参 | 口 合意 済 画 協 議 中 
民間 事業 者 。 | 画 協議 、 地 産地 消 モデ ル の | 口 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 
( 主 に 市 内 企業 ) | 実現 に 向け た 技術 支援 等 の 
協議 


〇 パー トナ ー 事 業者 (事業 者 選定 で 決定 予定 ) 
・ パ ー ト ナー 事業 者 の 選定 は 、 前 述 の と お り 実 施 予定 で ある 。 興 味 を 指名 し て いる 数 社 と は 随 
時 ヒア リン グ 等 を 実施 し 、 現 在 事業 者 選定 に 向け た 準備 作業 を 行っ て いる 。 


〇 地域 エネ ルギー 会 社 (( 仮 ) 加西 市 地域 エネ ルギー 会 社 ) 

・ 市 、 み な と 銀行 、PPES の 三 者 は 加西 市 再生 可能 エネ ルギー 地産 地 消 推進 検討 会 (以下 「 検 対 
会 」) を 発足 する 。 検 討 会 で は 、 エ ネル ギー の 地産 地 消 と 地域 経済 循環 を 同時 に 実現 で きる 
会 社 設 立 含め た 具体 的 な 手法 に つい て 検討 する が 、 早 期 に その 理念 に 共感 し て も ら え る 民間 
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事業 者 ( 主 に 市 内 企業 ) を 募り 、 こ の 12 月 末 の 検討 会 発足 を 目指 す 。 ま た 、 検 討 会 で は 、 
昨今 の 大 変 厳 し い 地域 新 電力 の 経営 状況 を 踏ま え 、 当 該 事業 の 継続 可能 性 (リス ク 評 価 も 含 
む ) に つい て 、 慎 重 に 協議 ・ 検 討 し 、 来 年 度 未 の 地域 エネ ルギー 会 社 の 設立 を 目指 す 。 


O ニ 金融 機関 ( 和 隅 み な と 銀行 他 ) 
・ み な と 銀行 は 前 述 の 検討 会 の 発足 に 合意 し て いる 。 今後 、 早 期 に 、 地 域 エ ネル ギー 会 社 の 理 
念 に 共感 する 加西 市 内 に 支店 を も つ 金 融 機関 に 、 検 討 会 へ の 参画 を 呼び か ける 。 


O 送 配電 事業 者 (関西 電力 送 配電 帳 ) 

・ 今回 の 提案 内 容 に つい て 既に 送 配電 事業 者 と は 具体 的 に 協議 (事前 相談 等 ) を 進め て いる 。 
特に 、 送 電網 の 空き 容量 に つい て は 、 送 配電 事業 者 も 順次 改善 に 向け た 対策 を 講じ て いる も 
の の 、 現 状 で は 十分 と は 言い 難く 、 先 ず は 逆 潮 流 を 前 提 と し な い マ イク ログ リッ ド 構 築 や オ 
ン サ イト PPA を 促進 し 、 段 階 的 に 系 統 線 を 活用 し た 再 エ ネ 供 給 を 実施 する 。 

・ ま た 、 送 配電 事業 者 は 加西 市 地球 温暖 化 対策 検討 部 会 の 構成 員 で ある こと か ら 、 市 の 脱 誠 素 
施策 の 方 向 性 や 具体 的 内 容 に つい て 、 経 常 的 に 意見 交換 し て お り 、 今 後 も 頻繁 に 意見 交換 を 
する 予定 で ある 。 


〇 民間 事業 者 

・PPES と 市 は 、 前 述 の と お り 、 包 括 連 携 協定 を 締結 し 具体 的 な 取組 を 実施 し て いる 。 

・ 今 後 、 早 期 に 、 地 域 エ ネル ギー 会 社 の 理念 に 共感 し て も ら え る 民間 事業 者 ( 主 に 市 内 企業 ) 
を 募り 、12 月 末 に は 検討 会 を 発足 する 。 な お 、 今 年 度 か ら 市 が 実施 し て いる 「 加 西 市 脱 炭素 
化 設備 等 導入 促進 補助 金 」(P47 参照 ) の 申請 企業 を 中 心 に 参画 を 打診 する 予定 で ある 。 
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4.2 事業 継続 性 


需要 家 ( 主 に 市 施設 ) の 自家 消費 型 再 エ ネ は 、 初 期 投 資 や ラン ニン グ 費 用 の 負担 が な い PPA 
事業 で 実施 する こと で 、 現 在 の 電気 料金 内 で 、PPA 事業 者 の リス ク で 太陽 光 発 電 施 設 と 蓄電 
池 を 導入 する 。 更 に 、 設 置場 所 (施設 の 屋上 ・ 遊 休 地 等 ) を 提供 する こと に よる 賃料 収入 を 
見 込む こと が で きる 。 

今回 提案 し て いる 再 エ ネ 自 家 消費 量 12, 261, 326kWh/ 年 に つい て 、PPA 事業 会 社 の 見 積もり 
で は 、15. 76 円 /kWh (消費 税込 み ) で 電力 を 提供 で きる と の 試算 (投資 回 収 10 年 ) を いた だ いて 
いる 。 こ の 価格 は 、 以 下 の と お り 、 現 在 の 関西 電力 の 高圧 電力 提供 価格 21.26 円 /kWh (高圧 単 
価 13.12 円 /kWh 十 再 エ ネ 過 課 金 3. 45 円 /kWh 十 燃料 調整 費 2022 年 8 月 4.69 円 /kWh : 消費 税込 
み ) を 大 幅 に 下回る ( 約 2 割 減 ) も の で ある 。 


【 参 考 】 
O 〇 現在 の 電力 料金 
・ 総 需要 12. 261, 326kWh/ 年 x 21. 26 円 /kWh=①260, 675, 791 円 / 年 
〇 提案 電力 料金 
・PPA 自家 消費 8, 828, 155kWh/ 年 x 15. 76 円 /kWh=139, 131, 723 円 / 年 
・ 相 対 契 約 3,433.171kWh/ 年 x 21.26 円 /kWh= 72, 989, 215 円 / 年 
計 ②212, 120, 938 円 / 年 ※ の /①=81% 


この 度 の 提案 は 再生 可能 エネ ルギー を 推進 し 、 地 域 の レジ リエ ンス を 強化 する だ け で な 
く 、 現 行 の 電気 料金 の 低減 を 可能 と する も の と な っ て いる 。 ま た 、 こ の モデ ル で あれ ば 、 市 
場 価格 の 変動 に 左右 され な いた め 、 将 来 に わた っ て 安定 的 に 電力 供給 が 可能 で ある 。 
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4.3 地方 公共 団体 内 部 の 推進 体制 


) 推進 体制 
・ 本 市 の 最高 意思 決定 機関 で ある 政策 会 議 に て 、 重 要 な 取組 事項 の 推進 を 行っ て いる 。 本 提案 
事業 を 推進 する 関係 する 部 署 が 多数 で ある こと や 、 計 画 の 規模 が 大 きい こと か ら 政 策 会 議 の 
取扱 と する 。 
※ 政 策 会 議 の 構成 員 
・ 市 長 、 副 市 長 、 教 育 長 、 各 所 属 長 計 16 名 


(2) 進捗 管理 の 実施 体制 ・ 方 針 

・ 本 提案 書 の 取組 事項 の 進捗 管理 は 、 環 境 審議 会 (以下 「 審 議会 ) の 下部 組織 で ある 地球 温 
暖 化 対策 検討 部 会 (以下 「 部 会 」) に て 実施 する 予定 で ある 。 部 会 の 構成 員 に は 、 学 識 経験 
者 だ け で な く 、 温 室 効 果 ガ ス 排出 に 係る 各部 門 単位 か ら 専門 家 を 含め た 様々 な 関係 者 が 参画 
し て お り 、 幅 広く 意見 聴取 を 行う こと で 、 適 切な 判断 が で きる 体制 を 組ん で いる 。 な お 、 部 
会 は 年 1 回 の 定例 会 だ け で な く 、 協 議 すべ き 事 項 が ある 場合 は 柔軟 に 臨時 会 を 開催 し て お 
り 、 今 後 も これ まで どおり 開催 する 予定 で ある 。 

・ 部 会 で 審議 し た 内 容 は 随時 審議 会 奏 員 に も 報告 され て お り 、 審 議会 に お いて も 協議 すべ き 事 
項 に つい て は 、 速 や か に 審議 会 を 開催 し 協議 する 予定 で ある 。 
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4.4 これ まで の 脱 炭 素 に 関す る 取組 


脱 炭 素 に 関す る 取組 


取組 内 容 実施 済 実施 年 度 
公営 企業 ( 再 エネ 等 発電 事業 者 ) i 
に よる 電気 事業 の 実施 て 
地域 新 電力 の 設立 ロ 年 度 
独自 条例 (  ) ロ 年 度 
単独 事業 ( 創 エネ ・ 蓄 エネ 設備 設 5 
ここ RNN | 平成 29 年 度 以降 
取組 |。 本 
単独 事業 (電気 自動 車 等 の 導入 費 
i | 平成 27 年 度 以降 
単独 事業 ( 脱 炭 素 化 設備 等 導入 促 Pi 
還 ie | 令 和 3 年 度 以降 
環境 未来 都市 ロ 年 度 
SDGs 未来 都市 | | 2022 ( 令 和 4) 年 度 
バイ オマ ス 産 業 都市 ロ 年 度 
その 他 補 助 事業 
採択 され た | (2050 年 まで の 脱 炭素 社会 を 見 了 = 
国 の 制度 ・ | 据え て 再生 可能 エネ ルギー の 導入 回 0 衝 定年 大 
補助 事業 目標 を 策定 する 事業 ) 
その 他 補 助 事 業 (円 滑 な 再生 可能 
エネ ルギー 導入 の た め の 促 進 エ リ SS oe 
ア 設 定 等 に 向け た ゾー ニン グ 等 の 四 2022( 令 和 4) 年 度 
合意 形成 を 図る 事業 ) 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
・ 加 西 市 信 エ ネ ・ 蓄 エネ 設備 設置 費 導入 補助 金 
【 実 施 時 期 】 
・ 平 成 2 9 年 度 以降 継続 中 
【 取 組 の 目的 】 
民生 部 門 か ら の 温室 効果 ガス 排出 量 の 削減 を 目的 と し 、 蓄 電 シ ステ ム を 設置 又は 太陽 光 発 電 
シス テム と 蓄電 シス テム を 同時 に 設置 し た 方 に 対し て 費用 の 一 部 を 補助 し た 。 
【 取 組 の 概要 】 
蓄電 シス テム を 設置 又は 太陽 光 発 電 シ ステ ム と 蓄電 シス テム を 同時 に 設置 し た 方 に 対し て 費 
用 の 一 部 を 補助 し た 。 蓄 電池 の 設置 者 に は 定額 で 4 万 円 、 太 陽光 発電 と 蓄電 池 の 双 方 を 設置 し 
た 方 に は 10 万 円 の 補助 を 行っ た 。 
※ 令 和 3 年 度 末 まで の 補助 実績 寺 78 件 、550 万 円 
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【 取 組 名 (事業 名 )】 
・ 加西 市 電気 自動 車 等 の 導入 費用 補助 金 


【 実 施 時 期 】 

・ 平 成 2 7 年 度 以降 継続 中 

【 取 組 の 目的 】 

・ 地球 に 優し い 環 境 都市 の 創造 を 目指 し 、 電 気 自動 車 等 の 導入 費用 を 補助 し た 。 
【 取 組 の 概要 】 


・ 市 民 や 市 内 の 事業 者 を 対象 に 、 電 気 自動 車 等 の 導入 費用 を 補助 し た 。 電 気 自動 車 に 関し て は 
10 万 円 / 台 の 定額 補助 を 実施 し た 。 ※ 令 和 3 年度 未 まで の 補助 実績 56 件 、560 万 円 


【 取 組 名 (事業 名 )】 

・ 加西 市 脱 炭 素 化 設備 等 導入 促進 補助 金 

【 実 施 時 期 】 

・ 令 和 3 年 度 以降 継続 中 

【 取 組 の 目的 】 

・ 事 業者 の 地球 温暖 化 対 策 の 推進 と 併せ て 持続 的 成長 の 実現 並び に 地域 産業 の 振興 を 図る た 
め 、 市 内 で 事業 を 営む 事業 者 が 実施 する 再生 可能 エネ ルギー 設備 又は 省エネ ルギー 設備 の 
導入 な ど 脱 炭素 化 に 貢献 する 取組 を 開始 する に 当たり 要する 経費 の 一 部 を 予算 の 範囲 内 に 
お いて 補助 し た 。 

【 取 組 の 概要 】 

・ 市 内 の 事業 者 が 実施 する 再生 可能 エネ ルギー 設備 又は 省エネ ルギー 設備 の 導入 経費 の 一 部 を 
予算 の 範囲 内 に お いて 補助 し た 。 再 生 可 能 エ ネル ギー の 導入 関し て は 、2/3 の 補助 率 で 上 限 
3000 万 円 と し た 。 ※ 令 和 4 年 7 月 末 ま で の 申請 実績 45 件 、 補 助 予定 額 3 億 8900 万 円 


【 取 組 名 (事業 名 )】 

・SDGs 未来 都市 

【 実 施 時 期 】 

・ 令 和 4 年 度 以降 継続 中 

【 取 組 の 目的 】 

・ 加 西 市 の 特徴 で あり 魅力 で も ある 自然 環境 や 地域 の つなが り を 活か し つつ 、SDGs の 推進 に よ 
り 本 市 に 関わ る 全て の 人 と 一 緒 に まち づく り 展 開 し 、 魅 力 的 な 地域 資源 の 活用 と 継承 、 地 域 
産業 の 活性 化 、 快 適 な 都市 環境 や 健康 な 暮らし の 実現 、 こ れ か ら の 社会 で 活躍 する 子供 の 育 
成 な ど 、 よ り よ い 街 を 次 世代 に つない で いく こと を 目的 と する 。 

【 取 組 の 概要 】 

・「 加 西 STEAM 教育 」 に よる 挑戦 、 協 働 、 創 造 で きる 人 材 の 育成 と 協 働 的 な 市 の 特性 を ベー ス 
に 、 様 々 な 主体 に よる 課題 解決 へ の 「 協 創 」 を 促進 する た め 、 脱 炭素 社会 へ 向け た SDGs 認証 
制度 と 総合 的 プラ ッ ト フ ォ ー ム を 構築 し 、 地 域 意 識 を 醸成 する こと で デジ タル 通貨 に よる 消 
費 拡大 を 図る こと で 、 産 業 ・ 地 域 の 活性 化 を 図る 。 
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【 取 組 名 (事業 名 )】 

・2050 年 まで の 脱 炭 素 社会 を 見 据え て 再生 可能 エネ ルギー の 導入 目標 を 策定 する 事業 (以下 
「 再 エネ 導入 目標 策定 事業 」) 『 環 境 省 ・ 補 助 事業 』 

【 実 施 時 期 】 

令 和 3 年度 

【 取 組 の 目的 】 

・2050 年 の 脱 炭 素 化 に 向け た 脱 炭 素 化 シナ リオ と 再 エ ネ 導 入 目 標 を 策定 する こと 。 

【 取 組 の 概要 】 

・ 区 域 施策 編 で 掲げ た 2050 年 の 将来 像 (エネ ルギー の 地産 地 消 が 実現 され た 脱 上 炭素 の まち 加 
西 ) を 基 に 、2050 年 の カー ボン ニュ ー ト ラル を 前 提 に 2030 年 度 の 目標 を マイ ルス トー ン と 
し て 設定 し た (バッ クキ ャ ステ ィング ) 。 

※2030 年 度 の 市 内 C02 排出 量 を 、2013 年 度 比 約 53% 削 減 す る 必要 が ある こと が 判明 し た 。 

・2050 年 まで に 、 地 域内 再 エ ネ 電 源 (太陽 光 発 電設 備 ) の み で 地産 地 消 を 実現 する た め に 必要 
な 再 エ ネ 導 入 目標 を 設定 し た 。 

※ 新 設 60MW (屋根 等 47、 遊 休 地 13) 、 卒 フィ ッ ト の 活用 134MW 計 194MW 

・2030 年 度 ま で に 、 全 公共 施設 の 消費 電力 を 再 エ ネ 1009%6 に する 再 エ ネ 導 入 目 標 を 設定 し た 。 
※ 新 設 27MW (屋根 等 14、 遊 休 地 13) 、 環 境 価値 の 購入 等 38MW 計 65MW 

・ 市 店 舎 等 の 主要 公共 施設 を 対象 と し た 自立 分 散 型 エ ネル ギー シス テム の 構築 に 関す る FS 調 
査 、 及 び 全 公共 施設 を 対象 と し た 脱 炭 素 化 モ デル の 検討 を 実施 し た 。 


【 取 組 名 (事業 名 )】 

・ 円 滑 な 再生 可能 エネ ルギー 導入 の た め の 促進 エ リア 設定 等 に 向け た ゾー ニン グ 等 の 合意 形 
成 を 図る 事業 (以下 「 ゾ ー ニ ング 事業 」) 『 環 境 省 ・ 補 助 事業 』 

【 実 施 時 期 】 

・ 令 和 4 年度 

【 取 組 の 目的 】 

・ 本 市 は 、 ゼ ロカ ー ボ ン シ テ ィ 宣言 を 表明 し 2050 年 まで の 脱 炭 素 シナ リオ や 、2030 年 度 及び 
2050 年 度 の 再 エ ネ 導 入 目 標 を 設定 し た 。 他 方 、 本 市 に は 生物 多様 性 の 観点 か ら 重 要 と され 
る 豊か な 自然 環境 が 多く 存在 する だ け で な く 、 近 年 は 太陽 光 発電 の 設置 に 伴う 、 自 然 災 害 

景観 等 へ の 懸念 が 指摘 され て お り 、 前 述 の 再 エ ネ 導 入 目 標 を 達成 する た め に 、 自 然 環 境 

等 と 調和 し た 再 エ ネ 導 入 を 検討 する こと を 目的 と する 。 

【 取 組 の 概要 】 

・ 太 陽光 発電 設備 の 設置 に 際 し 、 保 全 エ リア (法令 等 に より 制約 が ある 又は 重大 な 環境 影響 
が 懸念 され る エリ ア ) 、 候 補 エ リア (環境 影響 が 比較 的 小さ く 合意 形成 が 得 ら れ や すい エリ 
ア ) 、 調 整 エ リア (前 述 の 2 つ エ リア 以外 の エリ ア ) の 3 エリア に 区 分 し た ゾー ニン グマ ッ 
プ 案 を 、 地 域 の 関係 者 と 合意 形成 を 図り な が ら 作 成す る 。 な お 、 来 年 度 、 改 正 温 対 法 に 基 
づく 促進 区 域 の 設定 と 並行 し て 、 市 条例 等 に よる 太陽 光 発 電 の 設置 を 抑制 する 区 域 の 設定 
も 検討 する 予定 で ある 。 
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5. 2030 年 度 ま で に 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 次 


【2030 年 度 ま で に 目指 す 地 域 脱 炭素 の 姿 】 

本 市 の 区 域 施策 編 に お いて 、2050 年 に 「 エ ネル ギー の 地産 地 消 が 実現 され た 脱 炭 素 の まち 」 
を 構築 する に あたっ て 、2030 年 まで の 目標 と し て 、 創 省 鞭 エネ の 活用 に よる エネ ルギー 自給 カ 
の 向上 や 市 民 ・ 事 業者 の 省エネ 行動 の 拡大 等 を 掲げ て お り 、 民 生 ・ 運 輸 部 門 を 中 心 に 社会 ・ 経 
済 基盤 の 転換 を 推進 する 。 ま た 、 近 年 の 気候 変動 に より 顕在 化し つつ ある 自然 災害 や 健康 被害 
な ど へ の 対応 する た め 防 災 ・ 減 災 、 健 康 ・ 福 祉 の 向上 に 努め る 。 

た だ 、 本 市 の 場合 、 国 の 削減 目標 (2030 年 度 、2013 年 度 比 469% 減 ) で は 、2050 年 まで の カ 
ー ボ ン ニ ュー トラ ル を 達成 で き な い こと が 判っ た た め 、2050 年 の カー ボン ニュ ー ト ラル を 前 提 
に 2030 年 度 の 目標 を マイ ルス トー ン と し て 設定 (バッ クキ ャ ステ ィング ) する 必要 が ある た 

、 今 後 、 ド ラス ティ ッ ク な か な 改善 策 を 実施 し な けれ ば な ら な い 。 な お 、2050 年 の カー ボン ニュ 
ー ラ ル 達 成 に は 、2030 年 度 の 市 内 CO2 排出 量 を 2013 年 度 比 約 539%% 削 減 す る 必要 が ある 。 

具体 的 に は 、 主 要 公 共 施設 を 核 と 
し た 加西 市 スマ ー ト グリ ッ ド 拠点 
(コア セン ター) を は じ め と し て 。 
市 内 の 数 か 所 に 公共 施設 と 住宅 が 連 
携 し た 自立 分 散 型 エネ ルギー シス テ 
ム を 構築 し 、 全 て の 公共 施設 及び 市 
内 の 主要 商業 施設 の 脱 炭 素 化 も 実現 
する 。 

また 、 本 市 に は 戸建て 住宅 が 多い 
こと か ら 、 新 築 住宅 の ZEH 化 (地域 
経済 活性 化 の 観点 か ら 可 能 な 限り 地 
域 工 務 店 と 連携 し て 実施 ) や 再 エ ネ 
設備 等 の 初期 投資 を 軽減 する 措置 を 
推進 する 。 

運輸 部 門 に つい て は 、 市 内 各所 に 
充電 施設 を 設置 する こと で 、 次 世代 


クリ ー ン エネ ルギー 自動 車 の 普及 促 プー クー 


進 を 図り 、 更 に は デジ タル 技術 を 用 
いて 費用 対 効果 の 高い 地域 公共 交通 を 導入 する こと で 自動 車 交 通 か ら の 転換 を 図る 。 


【 改 正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 】 
地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 


MM 改正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 等 
事務 口 改定 済 ( 年 月 ) 
事業 編 | 時 改 定 中 (2024 年 3 月 改定 予定 
| 口 改定 予定 な し (理由 : ) 
| ロロ 策 定 ・ 改 定 済 ( 年 月 ) 
施策 編 画策 定 ・ 改 定 中 (2024 年 3 月 改定 予定 ) 
- | 口 策定 ・ 改 定 予定 な し (理由 : ) 
、 口 設 定 済 ( 年 月 ) 
傘 三 i 
PP 画 検 対 中 (2024 年 3 月 設定 予定 ) 
ヤー | 設定 予定 な し 
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地方 公共 団体 実行 計画 (改定 見 込み を 含む ) の 目標 に つい て は 、 以 下 の と お り で ある 。 


【 事 務 事 業 編 】 

・ 計画 期間 : 2024( 令 和 6) 年 度 か ら 2030 ( 令 和 12) 年 度 ま で 

・ 削減 目標 : 2030 年 度 ま で に 、2014 年 度 比 で 温室 効果 ガス 排出 量 を 23.49% 削 減 する 。 

・ 取組 概要 
「 エ ネル ギー の 消費 や 製品 の 使用 に より 直接 排出 し て いる 温室 効果 ガス を 抑制 する 取組 」 
と 「 製 品 の 購入 、 廃 棄 等 に より 間接 的 に 排出 し て いる 温室 効果 ガス を 抑制 する 取組 」 に 分 
類 し て 、 温 室 効果 ガス の 排出 抑制 に 努め て いる 。 


【 区 域 施策 編 】 
・ 計画 期間 : 2021( 令 和 3) 年 度 か ら 2030 ( 令 和 12) 年 度 ま で 
・ 削減 目標 : 2030 年 度 ま で に 、2013 年 度 比 で 市 内 の 温室 効果 ガス 排出 量 を 4096 削 減 する 。 
・ 施策 の 実施 に 関す る 主 な 目標 : 


指標 現状 値 計画 目標 値 
” ( 令 和 元 年 度 ) ( 令 和 1 2 年 度 ) 
省エネ 行動 実践 率 6 6% 70% 
市 域 の エネ ルギー 消費 量 6, 157TJ( 平 成 29 年 度 ) 4, 300TJ 
市 内 の 太陽 光 発 電設 備 導入 量 109, 732kw 130, 000kw 
公共 施設 に お ける 自立 分 散 型 エネ ル A 
ギー シス テム の 構築 件 数 


近年 の 、 国 内 外 で の 急速 な 脱 炭 素 化 へ の 動き に 併せ 、 本 市 に お いて も 、 ゼ ロカ ー ボ ン シ テ ィ 
宣言 を 行っ た 。 た だ 、 昨 年 度 実施 し た 「 再 エネ 導入 目標 策定 事業 」(P48 参照) に より 、 現 行 の 
事務 事業 編 ・ 区 域 施策 編 の 目標 で は 、2050 年 の カー ボン ニ キー ドス を 導 計 で きか と が 判 
っ た た め 、 同 事業 で 抽出 し た 太陽 光 発電 設備 が 可能 な 遊休 地 (た め 池 、 公 有 地 等 ) の 情報 や 、 
今年 度 「 ゾ ー ニ ング 事業 」 で 策定 する ゾー ニン グマ ッ プ を 活用 する こ と で 、 来 年 度 に は 、 具 体 
的 な 再 エ ネ 導 入 候補 地 に つい て 地域 住民 や 関係 機関 等 と 合意 形成 を 図り な が ら 、 改 正 温 対 法 に 
基づく 促進 区 域 を 設定 し 、 世 界 首長 誓約 を 的 約 し て いる こと か ら 国 以上 に 野心 的 な 目標 設定 を 
目指 し た 事務 事業 編 ・ 区 域 施 策 編 の 改定 を 予定 し て いる 。 


【 改 正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 の 設定 方 針 】 

本 市 に は 生物 多様 性 の 観点 か ら 重 要 と され る 豊か な 自然 環境 が 多く 存在 する だ け で な く 、 近 
年 は 太陽 光 発 電 の 設置 に 伴う 、 自 然 災 害 や 景観 等 へ の 懸念 が 指摘 され て いる こと か ら 、 前 述 の 
再 エネ 導入 目標 を 達成 する に は 、 自 然 環境 等 と 調和 し た 再 エネ 導 入 が 必須 で ある 。 

今年 度 、 環 境 省 の 「 ゾ ー ニ ング 事業 」 を 活用 し 、 太 陽光 発電 設備 の ゾー ニン グマ ッ プ の 作成 
を 予定 し て いる が 、 来 年 度 に は 、 こ の マッ プ を 活用 し 地域 住民 や 関係 機関 等 と 更 な る 合意 形成 
を 図り な が ら 市 条例 (太陽 光 発 電設 置 を 促進 する 区 域 と 同時 に 、 抑 制す べき 区 域 の 設定 も 検討 
する 。) の 制定 と と も に 、 更 に 具体 的 な 改正 温 対 法 に 規定 され る 促進 区 域 を 設定 する 予定 で あ 
る 。 
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